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満洲帝國の國際法上の地位

一　又　　正　雄

序
口

　昭和六年九月十八日の柳條溝に於ける鐵路爆破に端を登した

満洲事礎は、我が國にとつては全く色々な意味に於て歴史的事

件であった。自主的外交の同復、國民的自畳への轄換、大陸登

展、経濟機構の建設等々、基げれば切ウがないし、またその一

つ一つを取ウ基げて観ても、今ほど國民の赴く目的が明確でな

かつただけに、阻國を念ずる國民が互に理論闘争を行つた結果

生じた犠牲は、今爾我々の記憶に残るところである。しかも大

いなる日本人の租國愛はこれらの犠牲者に封する深き感謝と哀

悼を致しつ＼彼等の屍を乗ウ越えて、阻國の赴く大百的に婦一

し、その問に生れブ～満洲國の育成に全力を傾倒しているのであ

る。更に、満洲事墾に始機つた組國と諸外國との闘孚は、支那

事饗を生來し、大東亜戦孚を勃登せしめ今日に至つてその最絡

段階に達しているのである。早いものである。一面建設、一面
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闘雫の過程は既に十年を経過した。生れた満洲國も十年目を迎

えるのである。満洲國を自らの手で育てる人々は別として直接

關係しない人々は、この十年間にどれほど満洲國が生長したか

を知らないでいることもある。國際法の方面から、この十年問

の生長振わを同顧して見ることも無意義ではない。本稿はいわ

ば一つの生育日誌でもあウ、おぼえ書でもある。

　　　　　　　日満爾國年號及西暦謝照表
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第一満洲國の成立

　昭和六年のいわゆる満洲事憂を直接の契機として誕生した満

洲國の成立経過を詳述することは、本稿の目的でないから、こ

こでは專ら國際的關係ある事項だけを考察したいと思う（1）。

　昭和六年九月十八日の事憂勃登後、翌年三月一煽の満洲國の

建國宣言に到達するまでには、まず九月二十二日に組織された

奉天省の治安維持委員會をはじめ、各省の地方自治政治機關の

設立、昭和七年二月十七日の最高行政委員會の組織、同二月十

八日の東北行政委員會の設置等が行われた。張景惑を委員長と

する東北行政委員會は二月十八日に濁立宣言を登布したが・そ

の宣言中、同會の使命の一つとして、「排外政策ヲ持セス、弦二

國際戦孚ヲヤメ、更二門戸解放機會均等主義ヲ以プ世界民族ト

共存共榮セン」と述べている（2）。この東北行政委員會は二月十

九肩の會合で共和國の建設、権力分立主義の探用、前宣統帝に

封する執政就任の要請等を決議し、藪日後、更に。首都、年號。

國旗等を決定し穴。かくて三月一日満洲國政府の名を以て建國

宣言を登布し、國旗（3）が制定せられた。建國宣言中封外政策

に言及したところでは「其ノ樹外政策ノ・信義ヲ奪重シテカメテ

親睦ヲ求メ、凡ソ國際問ノ薔有ノ通例ノ・謹ミテ遵守セサノyコト

ナク、其ノ中華民國以前各國ト定ムノソ所ノ條約、債務ニシテ浦
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洲新國家領土内二属スノンモノノ・皆國際慣例二照シ繊績ヲ承認シ

㈹、商業ヲ創興シ利源ヲ開拓スノン爲我國家二投資ヲ希望スノレ者

アラハ何國二論ナクー律二之ヲ歓迎シ、以テ門戸開放機會均等

ノ：實ヲ墨ケントス」という一餉が存する。次いで、三月九日に

は前皇帝薄儀氏の執政就任式が行われ、三月十二日に至弧三

月十日附満洲國外交総長謝介石の諸外國外務大臣宛書翰を以

て、満洲國建設に關する通告が登せられブ～（5）。その全文の鐸文

は次の通うである。

　以書翰致啓上候。陳者、奉天、吉林、黒龍江、熱河各省・東省特別

　匠、蒙古各旗盟等ハー致奮起シテ凋立政府ヲ組織シー九三二年三月

　一日ヲ以テ中華民國ヨリ完全二分離シ「満洲國」ヲ建設致候・本総

　長ハ蚊二右ノ次第ヲ貴外務大臣二通告スルノ光榮ヲ有シ候。査スル

　ニ藷軍閥ハ東北諸省二盤蹄シテ人民ノ休戚ヲ顧ミルコトナク、唯私

　利ノミ是圖り内ハ筍敏謙求シテ入民ヲ塗浸二苦シメ外ハ信義ヲ蟻棄

　シテ各國ヲ見ルコト仇敵ノ如ク㌔加フルニ中原ニハ統一政府ナク群

　雄角途セルカ爲、連年戦禍絶ヱス同胞ヲ殺敬シ民ハ其ノ生二安スル

　ヲ得ス、故二我満洲國人ハ此ノ奮軍閥覆滅ヲ機トシー致協力シテ新

　國家ヲ建設致シタル次第二有之候。帥チ我轟洲國政府ハ雪内的ニハ

　法律制度ヲ完備シ以テ人民ノ安寧編利ノ檜進ヲ期シ封外的ニハ左記

　諸原則ヲ遵守シ以テ邦交ノ親睦ヲ圖リ世界ノ李和ヲ維持セント希望

　スルモノニ御座候。

　　一、信義ヲ尊重シ事ノ大小ヲ間ハス睦誼親善ノ精紳二基キテ事二

　　虜シ以テ國際孕和ノ維持檜進ヲ圖ルヘシ。

　　二、國際信義ヲ奪重シ國際法規及慣例ヲ遵奉スルヘシ。

　　三、中華民國ノ諸外國二封シテ有スル條約上ノ義務ニシテ國際法



第一満洲國の成立 5

　　　及國際贋例二照シ新國家ノ縫承スヘキモノハ當然之ヲ縫承シ且

　　　誠意ヲ以テ之ヲ履行スヘシ。

　　四・外國人ノ満洲國領域内二於テ有スル既得ノ権利ヲ侵害スルコ

　　　トナキハ勿論、其ノ生命財産ヲ完全二保護スヘシ。

　　五ヤ外國人ノ滴洲國二來往セントスル者ハ均シク之ヲ敷迎シ各民

　　　族ニハ李等公正ナル待遇ヲ與フヘシQ

　　六・列國トノ通商貿易ハ務メテ季易融合ナラシメ以テ世界経濟ノ

　　　嚢展二貢獣スヘシ。

　　七・諸外國人ノ満洲國二於ケル経濟活動二醤シ門戸開放主義ヲ運

　　　守スヘシ。

　貴國政府力以上ノ趣旨ヲ十分二諒解セラルルト共二満洲國トノ間二

　正式外交關係ヲ設定セラレンコトヲ切二希望致候。敬具。

　帝制實施
　満洲國はその後盆≧國家的基礎を張固にし、昭和九年三月一

日執政淳儀氏は皇帝の位に帥き、こ㌧に君主制が樹立せられ

（6）満洲帝國が成立したのである。このことは我國に当しては

同日附書翰を以て、満洲國鄭國務総理大臣から菱刈駐浦帝國大

使宛通告せられ、帝國大使よう帝國政府の訓令に基き、右通報

の趣を了承する旨を同答し、交換公交による形式が探られた。

日本以外の七十一ケ國に甥しては、謝外交部大臣よう帝制實施

蓮告の電報を登して、中外にこれを宣明しブ～。この通告に翼す

る反響は承認のところで述べる蓮ウであつた。

　　（1）満洲國の成立に關する歴史的記遮としては、種々な文獣が存するが、

　　重要なる國際的丈書として注目すべきものにリツトン報告書が存するo

　　　ごれは満洲事攣そのものに封する「認識不足」は勿論ではあるが、それ
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　までの満洲の歴史については見落トせない文獣である。満洲事攣の際作成

　きれた文獣には次の如きものがある。國際聯盟協會爽行「リツトン報告

書、日支紛争に關する國際聯盟調査委員舎の報告」桝務省課及び英丈）

　日本評論肚嚢行「國際聯盟日丈紛争調査委員會報告書」（國際聯盟事務局

課）、國際聯盟協會獲行「リツトン報告書附属書、満洲の諸問題及ボイコ

　ツトに關する專門家の研究九編」、同「リツトン報告書に饗する帝國政府

　意見書」

（2）外務省情報部「瀧洲建國諸法令」（昭和七年六月）二頁。

（3）　「満洲國國旗ハ五色旗トナシ地ハ黄色ヲ用フ、旗ノ左上角二紅藍白黒

　ノ四色ヲ用ヒ全旗四分ノーヲ占ム、鼓二怖ス」（附、爾邊ノ比ハ六封四ト

　ナス）（大同元年三月一日獲布ノ満洲國國旗二闘スル怖告）、國旗の解縄に

　ついては大同二年二月二十四日附國務院怖告第三號o

（4）この問題については　立博士「時局國際法論」（昭和九年）中第＋三章

　「満洲國の分離と支那の傑約及契約の綴承」特にその第七節「族順、大

蓮の租借椹及南瀧洲鐵道の鐵道附馬地に關する椹利」を参照う

（5）この通牒は日本をはじめ、英國、米國、フランス、ドイツ、イタリア

　ソヴイエト聯邦、オーストリア、ベルギー、デンマルク、エストニア、

　ラトビア、リツアニア、オランダ、ペルシア、ポルトガル、チエツコス

　・ヴアキア　の十七國に迭附せられたQ

（6）満洲帝國の英丈正稻はManchoutiko叉ぽThe　Empire　of　M乱11ch－

　ou略稔iよManchoukuo又1よTheムlanchu　Empire　（康徳元年四月

六日外交部怖告第五號）Q
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第鵬　満洲國と國家拉びに政府の承認

　満洲國を続る國家虹びに欧府の承認の問題はこれを、満洲國

が受けたる承認と、満洲國が典えたる承認とに分けて考察しな

レナ卑しばならない。

（一）満洲國の受けたる承認（1）

　まず満洲國が受けプ～る承認であるが、先にも述べた如く、満

洲國が諸外國に封して満洲國の成立乃至存在を逓告しれ行爲と

しては、昭和七年三月十日の建國に關する通告と、昭和九年三

月一日の帝制實施に關する煙告とがある。これらの逓告に封し

て列國は如何なる態度を執つたであろうか。この問題に入る前

に．一慮満洲國に封する不承認主義なるものを一言しなければ

ならない。帥ち．フーヅァー主義或はスチムソン主義とも稻せ

られる所謂不承認主義なるものは實に溝i洲國の建設を契機とし

て作られぬのであつて、その意味で、満洲國には大いに關係深

き課である。不承認主義（2）、そのものをこ』に詳述するのは本

稿の目的外であるが、要するに不承認主義は、昭和七年一月七

日附米國政府の封筒通牒中の「不戦條約に反する方法によつて

齎らされプ～る一切の事態、條約、協定を承認せず」との文言に
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その萌芽を登し、同年三月十一日の國際聯盟総會の「不職條約

又は聯盟規約に反する方法によつて齎らされたる一切の事態、

條約、協定を承認せざる」ことを宣言した決議中に探揮するこ

とによつて一般化せられたのである。その後も聯盟を中心とし

て、諸國は執拗に不承認主義を固執し、種々具膿的な措置を講

じたのであるが、これについてはソヅィエトの満洲國承認のと

ころで述べることにする。兎に角、満洲國は不承認主義の最大

の犠牲者であつたことは事實なのである。しかるに、満洲國の

現實は、よくこの不承認主義に封して、日本をはじめ多くの諸

國の承認を獲得出來たのであるが、現在満洲國を明示的乃至黙

示的に承認している國を列墨して見ると次の通うである。

明示的承認をなしたる國

1）日本昭和七年九月十五日

2）　サルヴアドル

3）イタリア

4）スペイン

5）　ドィツ

6）ハンガリー

7）中華民國

8）　ルーマニア

9）　ブルガリア

昭和九年三月三日

昭和十二年十一月二十九目

昭和十二年十二月二日

昭和十三年五月十二日

昭和十四年一月九日

昭和十五年十一月三十日

昭和十五年十二月一日

昭和十六年五月十日

日満議定書の締

結により

通告

通告

公文交換による

満猫修好條約の

締結により

通告

日満華共同宣言

の署名により

通告

通告
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10）　フインランド

11）　タ　　　ィ

12）デンマルク

昭和十六年七月十九日

昭和十六年八月五日

昭和十六年八月十三日

告
告
告

通
通
通

　　黙示的承認をなしたる國

　　1）　ソヴイエト聯邦　國境河川水路協定、北鐵譲渡條約の締結・等

　　　　　　　　　　　　により

　　2）　ポーランド　　　昭和十三年十月十九日領事交換に關する公文

　　　　　　　　　　　　交換により（但しポーランドは滅亡）

　　3）　ノ・一ルウエイ　　昭和九年三月一日の帝政實施通告に封し同電

　　　　　　　　　　　　（三月二日付）

　　4）　リベリア　　　　同上　　（三月三日附）

　　5）　リスアニア　　　同上　　（三．目三日附）拉びに昭和十四年七

　　　　　　　　　　　　　月ハルピン駐在領事館の設置要求により

　　6）　ヴアチカン市國　同上　　（三月三日附）拉ぴに昭和九年四月

　　　　　　　　　　　　　　　　十八日及二十一日の交換公文により

　　7）　ドミニカ共和國　同上　　（三月七日附）

　　8）　ネパール王國　　同上　　（三月七月附）

　　9）ボリヴイア　　　同上　　（五月五日附）

　以下これらの諸國の承認中、注目を要すべきもののみについ

て説明する。、

　　（1〉立博士「満洲國承認問題を漉つて」（「外交時報」七三〇號、昭利九年五月

　　　　一日）、同「時局國際法論」（昭和九年）第十二章満洲國の承認、滲・照。

　　（2）不承認主義については拙稿「不承認主義・⊃現勢」（「國際法外交雑誌」三

　　　　七巻五、六號、昭和十三年五、七月）及びその中に撃げた文獄を滲照Q
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　闘示的承認懸陰したる國

　（i）大日本帝國

　我國が昭和七年九月十五日の目満議定書によつて正式に溝洲

國を承認したことは衆知の事實である，、しかし承認問題を槍討

するためには少しく前の事i實に遡らなければならない。それは

部ち．我國が武藤信義iを特命杢纏大伎として浦洲へ涙遣したこ

とであつて、この事實が果して我園の満洲國承認を意味するか

否かが問題となつブ～のである。これを國際法の見地から観れば

外交使節の派遣が國家の職示的承認を意味することは確立した

原購である。それ故當時中華民國からも七月三十日附在本邦中

華民國大使の帝園外務大臣宛の書翰を以て抗議し來つたのであ

つた。しかし我國が満洲へ涙造した特命杢擁大使は、大正六年

勅令第六十四號（1）に共くもので．何等信任歌を持滲せず、我國

一・方に於て任命するものなのである。マ）ともとこの官制はオム

スクに・シアの政権が樹立された時、同地に臨時蚕権大使を涙

遣する必要があつて制定されたもので、國際法上の全灌大使と

は異なるとせられている。郎ち．相手函に封するアグレマンの

請求、これに宛てプ～る信任歌等の如き國際法上の杢擁大使任命

の國際慣例によらないと乙ろの園内法上の資格を有するに止ま

る一官吏なのである。されば昭和七年八月八日の武藤信義に封

する餅令にも「特命杢椹大使二任ス、浦洲へ出張仰付ラノン」と

あ参、その職務の臨時的なることを表示してあつブ～のである。
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かくて我國は特命杢権大使の派遣は満洲國の正式承認とは看微

さず、國際法上の正式承認は追つて適當と認める時機にこれを

行うとい5建前をとつたのである。

　この特命全権大使の派邉によつて、帝國政府は種々満灘國政

府と接衝の上、途に日浦議定書案の妥結を見るに至銚九月十五

日その締結を以て我國は正式1こ満洲國を承認したのである（2）。

同議定書前文には「日本國ノ・滴洲國ゴ其ノ住民ノ意思二基キテ

自由二成立シ濁立ノー國家ヲ成スニ至リタル事實ヲ確認シタル

ニ因り」且「浦洲國ハ中華民國ノ有スル國際約定ノ・瀬洲國二適用

シ得ベキ限り之ヲ奪重スベキコトヲ宣言セルニ因り」目澁爾國

問の善隣の關係を永遠に輩固にし互に共の領土権を曾重し東洋

の雫和を確保せんが爲に同議定書を協定したる旨を述べている。

　　（1）　「特二重要ナル任務ヲ庭排スル爲外交官ヲ外國二派遣スルノ必要アルト

　　　キハ其ノ任務ノ絡了二至ル迄ノ潤臨時特命杢灌大使又ハ特命全穫公使ヲ

　　　置：クコトヲ饗号Q」

　　（2）昭和七年九月十五日の瀧洲國承認に闘する帝國政府聲明、昭和七年八月

　　　二＋五日第六＋三同帝國議會に於ける内田外務大臣演説参照（外務省情

　　　諏部、満洲事饗及上海事件臨係公表集、昭和九年一月）Q

　（2）サ卿ヅァドル

　サルヅァドルの承認は日本に次いで、他の諸國に率先して行

ったことによつて當時世界の注目を牽いた事件であつた。部ち

東京駐在サノyヅアドル國絡領事レオン・シグエンサは昭和九年

五月十九日附在本邦満洲國公使丁士源宛書翰をもつて、同國が
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同年三月三日附にて満洲國を承認した旨を通告した。なを右通

告にはサノンヅァドノン國政府の執うたる措置が極東耶和の爲米大

陸の一國が執うたる最初のものなること虹びに満洲國とサノレヅ

ァドル國との間に右承認によう開始せられたる關係を今後無限

に輩固にすべき商業關係を設定したき旨を述べ、更に、サルヅァ

ドノレ國移民法に從えば支那及び蒙古出生のものは同共和國領土

内に入ることを禁ずるも、満洲帝國承認と共に、新帝國の臣民

は共和國に自由に入國することを得る旨を表明してあつた。こ

れに封しては満洲國外交部大臣は五月二十四日サノレヅァドノン國

外務大臣宛挨拶を電報すると共に、在本邦満洲國公使をして同

日附書翰をもつて在本邦サノンヅァドル國総領事に封し、前記來

翰に封する同答を登せしめた。このサノレヴァドノレの承認に驚い

た國際聯盟は直ちに同國に勤し同國の満洲國承認に關する照會

を登し、關係文書の提示方を求めブ～が、同國よう迭附を受けた

るものとして聯盟が公表したものは（一）康徳皇帝即位に關す

る昭和九年三月一日附満洲國外交部大臣謝介石ようサノレヅァド

ノ1・共和國外務大臣宛書翰、（二）右に封する覗意表明の三月三日

附サノγヅァドノレ外務大臣の返翰、（三）四月二十六日附サノレヅァ

ドル外務大臣の浦洲國承認（三月三日附をもつて承認の旨）に

關する書翰、及び（四）五月二十四日附サノンヅァドノン外務大臣

聲明であつた。

　（3）　イタリア
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　イタリアはまず昭和十…年十一月二十旧附駐日満洲國大使館

宛駐日イタリア大使の書翰をもつて、同國総領事館を奉天に開

設しブとき旨を述べ、その承認方を求めて來た。これに封し満溌

國側は駐日大使をして同十二月一弼附をもつて駐日イタリア大

使に承認の旨を正式に同答せしめた（1）。かくて昭和十二年三月

六ロ奉天駐在イタソア総領事は任地に着任し、外交部大臣を訪

問着任の挨拶を行つブ～。Zれを以て見れば、イタジアは前記昭

和十一年十一月二十日附の書翰をもつて獣示的承認を行つたと

考え得るのであるが、イタジアは更に翌昭和十二年十一月二十

九日チアノ外務大臣の我國外務大臣宛電信をもつて、同國が満

洲國を正式に承認すぺき旨を通告し來たつた。この承認の通告

は満洲國政府自騰に封しては十一月三十日附在奉天イタリア総

領事の口上書をもつて公式に簿達せられプ～。中華民國は十二月

二二日同國駐在イタリア大使館に封し、満洲國承認に封する抗議

を提出した。

　　（1）同日満洲國外交部護表

　（4）　スペイン

　スペィンは満洲國がはじめて政府の承認を行つた相手國であ

る。スペィンは後述の如く。満洲國の國家及び政府の承認を行

つたのであるが、この場合は満洲國が寧ろイニシアプィヅをと

つたのであるから、満洲國が行つた承認のところで経過を過べ

ることにする。
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　（5）ドィツ

　下に述べるように、ドイツの正式承認は昭和十三年であるが、

これよめ先、昭和八年三月二十八日ノ・ノγピン駐在ドイツ総領事

は．ノ・ノンピン駐在の外交部北満特派員宛に國旗改定の通告をな

して來允し、また、翌昭和九年八月には同じ方法で、狗填合併

に基きノ・ノγピン駐在ドィツ國領事館管轄旺域内に於けるオース

トリア國居留民がすべてドィツ領事館にて協助保護することと

なれる旨を正式外交文書を以て申し越しブ～。これらは未だ嚴格

なる意味にては黙示的承認とも認め難いが、昭和十三年二月二

十日に至つて、ヒットラー総統は同國國會に於て、同國が満洲

國を承認すべき旨を宣言した。この宣言は列張に多大の反響を

生じたが、中華民國政府は同月二十四日直ちに、同國駐倒ドィ

ツ國大使に抗議通牒を手交すると共に、ドイツ駐麹同國大使を

してドイヅ政府に抗議せしめた。このヒットラー総統の國會演

説中の宣言が果して。満洲國の承認なる國際法上の敷果を生ず

るか否か、或は將來の正式承認の豫告であると看倣すべきかと

いう問題が生じた。満洲國側は、この宣言をもつて正式承認と

看倣し、爾後ドィツ國政府よう満洲國政府に封して通達せらる

べ：き承認の通告は輩なる事務的手績に過ぎないという見解を探

ろうとしたが、ドィツ側は結局法律的手績としては爾國間に修

好條約を締結して承認の手績を完了することに決定し、ドィツ

國外務次官は同國滞在中の加藤満洲國通商代表に封し、修好條
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約案交を手交した。かくて爾國問に條約案文について接衝の

後、同年五月十二蹄四ケ條よ今成る修好條約が、ドィヅ外務省

に於て加藤満洲國代表とドイツ外務次官フィツゼッケノンとによ

つて調印せられ．こ』にドィツの國際法、ヒの正式承認が行われ

たのである。

　（6）　ノ・ンガリー

　ノ・ンガリーは昭和十四年一一月1九口に正式承認の旨を通告し來

つたが。在ジュネーヅの支那公使は右承認が一九三三年の聯盟

総會決議に違反すると申出た（昭和十四年一月二十三日附）。こ

こに於て、ノ・ンガリーは1司年二月一日附を以て國際聯盟極束問

題諮問委員會の滲撫の篠綾は正式承認と爾立しないから、これ

よう脱退する旨を聯盟に封して通告した。

　中華民國は昭和十五年十一月三十H附日浦華共同宣言の署名

によつて漏洲國を承認し．ノンーマニアは昭和十五年十月十九日

同國駐剤帝國公使に封し、澁洲闘承認の内意を通告し來プ～つブ～

が．正式には岡年十二月三日附在本邦滴洲國大使宛在本邦ノンー

マニャ國公使の書翰をもつて承認の通告が行われた。

　次いでブノンカツアは昭和十六年五月十四日。フィンランドは

同年七月十九日、タイ國は同年八月五日、デンマノyクは同年八

月十三日（八月十五日附同國外務大臣の駐猫満洲國公使宛書翰

によ今）にそれぞれ承認の通告をなしてi來た。
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　黙示的承認奮惣したる國

　（1）　ソヅィエト聯邦

　ソヅィエト聯邦は満洲國の直接隣接國なる故、他の諸國の如

く、不承認主義の如き抽象論を振うかざすことは實際に於て不

可能であつて、同國は満洲國建國の現實に鍔して、賞際的な臨

機慮憂な態度をもつて臨んだのである。それ故在満ソヅィエト

聯邦領事は満洲國建國後は公式に満洲國代表と文書の往復を爲

し、ソヅィエト聯邦政府は昭和七年はやくも満洲國領事の極東

地方駐在を認めたのである。ま穴國境河川の水路に關する協定

が昭和九年に爾國の地方官憲の問に締結された（同協定は昭和

十二年五月ソヅィエト聯邦によう塵棄されたという）。更にソヅ

ィエト聯邦は昭和九年三月一日の帝制實施蓮告に封して、外務

人民委員はノソレピン駐在同國総領事を通じて、正に接受せる旨

を満洲國に傳達すべきことを訓令し、昭和十年三月二十三日に

は北溝鐡道譲i渡條約が証式に締結されたのである。かくて満洲

國との問には條約の締結の方法による黙示的承認が典えられた

わけであるが、前記の事實を仔細に槍討するときは、北鐵譲渡

條約の締結を侯つまでもなく、以前よ蚤黙示的承認の事實は存

していブ～のである。プ～Ψソヅィエト窮畜…邦は、満洲國を事實上承

認しながらも、外交上の必要からその事實を明瞭ならしめるこ

となく、ゆつくう情勢の鍵化を待つたのである。從つて、北満鐵

道譲渡の交渉がはじまる頃はソヅィエト聯邦は國際聯盟に加入
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していたのであるが（加入は一九三四年九月十八日）、ソヅィエ

ト聯邦政府は右鐵道の費却が、外國側によつて満洲國の承認と

解繹されても、聯盟規約その他に拘束されないという建前をと

つたのである（1）。それ故ソヅィエト聯邦の満洲國承認ば北鐵譲

渡によつて表面化し、完全な黙示的承認となつたものの實際上

の承認行爲は、既に久しき以前から存在していたことに問違は

ないのであつて、た畷そのいずれの行爲．或は何月何日を以て

承認の闘と看倣すかということは確定することが困難である。

筆者はソヅィエト聯邦が満洲國領事の極東地方駐在を事實上認

め（カラノ・ン、廣田會談中）満洲國がこれを涙遣した時（昭和

七年九月）を以てソヴィエト聯邦の満洲國承認の時期と考えた

いと思うのである。

（1）ソヴィエト聯邦が國際聯盟の諸決定にi封して如何なる態度をとつていた

　かというに、

　（イ）一九三三年二月二十四日の國際聯盟臨時総會に於て聯盟規約第十五

　　　條第四項に基ぐ報告書の採裡には、當時ソヴイエト聯邦は総會に代

　　　表者を出席させていなかつたから何等關與せずQ

　（・）岡年二月二十四日聯盟総會は諮問委員會を任命し、これに米國及ソ

　　　ヴィエト聯邦を招請することを決議したoこの総會決議に基いて設

　　　置された日支紛畢諮問委員會は同二＋五日會合して委員會の事業に

　　滲加するよう米國及ソヴィエト聯邦を招請することに決定したoこ

　　れに封し、ソヴィエト聯邦政府は同年三月七日附聯盟事務総長宛書

　　翰を以で、同國が非聯盟國なること、及同委員會を構成すべき諸國

　　の過牛敷がソヴィエト聯邦と外交關係なくこれを敵観し居ること等

　　　を理由として’、その滲吻πを拒否したo
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（ハ）同年三月＋五冒のrl支紛畢諮問委員會は満洲國ボ萬國郵便聯合に加

　入を申込んだ事實等に鑑み、瀧洲國不承認政策の實行に必要なる貴

　際的措置を研究すべき小委員舎設置方を決定した・六月二日開催の

　同小委員會は満洲國不承認に關する各國政府宛の同章案を決定、該

　同章案はその後諮問委員會により採澤さ恥た後、六月＋四日附を以

　て聯盟事務総長より關係各國に逡附せられた。こ孝Lはソヴイエト政

　府にも迭附せられ・たが、同政府はこれに封して何等1司答をしなかつ

　たo
（二）一九宅四年五月十六日開催の諮問委員會は満洲國の郵便物縫越料決

　濟問題を研究した結果、総倉の不承認決議及諮問委員倉の勘告は聯

　盟國郵政磨が現在に於て郵便物Zン満洲國通過を許容するため園際條：

　約等に基がずに臨時的措置を取ることを何等妨げるものと認めない

　こと、及右措置：の結果聯盟國と滞洲國の郵政醐潟1こ關係樹立せられ

　るも右は技術的運行のみを目的とする爾政磨間の關係に止まろべき

　旨を決定し、一つの同章を作成して、これを開係園政府に邊附し

　た。この同章に封して、ソヴイエト聯邦政府は七月四日附を以て回

　答を獲し、同國の郵政晦は数ケ國郵政晦よりの要請に基きこ恥ら國

　家を通過する支那行の郵便物を満洲國を経由して登逸ずることに優

　宜上同意した旨を回答したo

（ホ）ソヴイエト聯邦の聯盟加入の際（一九三四年九月十八日）リトヴイ

　ノフ代表の爲した演説中に於て次の如さ一節がある。

　All　this，h｛）wever，h＆s　nOt　beell　important　enough　t「）pre－

　　vent　the　Soviet　Ullion£rけm　ent£rillg　the　Leεしgue，especi乱11y

　since　ally　new　Inen■ber　o量＆nぐ）rg＆nisation　can　be　momlly

　respollsible　ollly　for　deじisions　ll！ade　wiむ｝1its　particip乱tion

　　鋤dagreement．

（2）　ポーランド

次に・ドーランドば昭和十三年十月十九日に爾國鎮事館の地位
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の正常化に關する公文を交換している。その内容は別項外交使

締・領事の接受」のところで説明するが、非常に詳細なる規定

を含み、優に領事職務條約に匹敵するものであつて、種々なる

考慮から、正式條約の締結を避けて交換公文の形式が選ばれた

竜のと見られる。次いで雨國は正式に総領事を交換したのであ

るから、明らかに黙示的承認が行われることになる。その後ポ

ーランド自膿はドィツ、ソヅィエト爾國によつて分割せられ、

事實上消滅し、満洲國はフルソー駐在の同國総領事を引揚げさ

せた。

　（3）　その他の諸國

　以上のソヅイエト聯邦及びポーランドの二國以外の諸國にっ

いて黙示的承認が行われたと見られるのは満洲國の帝制實施の

通告が行われたとき、これに封して同答が齎らされた事實から

推定し得るのである。帥ちこの通告は昭和九年三月一日附を以

て日本を除く七十一ケ國の政府外交責任者に当して行われた

が．これに封してノールクエイ以下十ケ國が同答を寄せて來た。

このうち既に満洲國と國交ある國を除き、新ブ～に無條件無留保

の同答を寄せた國は、ノーノンウエィ、りベリア、リスァニァ、

グァチカン市國、ドミニカ共和國、ネメーノン三E國、ボリヅィァ

の六ケ國である。これらは各自國と満洲國との親善なる關係を

希望しているのであるから、これらを以て理論上獣示的承認と

看倣しても差支えないと考えられる。但し、實際上これのみに
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ては極めて根族微弱なるは言を侯たない。トノンコもやは登同答

はして來たが、満洲國帝制宣布の「通告及我國トノ友好關係二

關スノレ御希望表示二封シ深甚ノ謝意ヲ表ス、唯我土耳古ノ封満

態度ノ・其ノ加盟セノγ毒府國際聯盟総會及諮間委員會ノ決定二侯

ツコトヲ表明ス。」といつている。

　これら同答を寄せて來た諸國のうち、リスアニアは昭和十四

年七月にノソFピン駐在領事館の設置を満洲國に要求し、満洲國

がこれを承認したことによつて、獣示的承認は確定的となつた。

またヅァチカン市國は昭和九年四月十八日附を以て天主致吉林

新京致匠主教ガスペを逓じ満洲國外交部大臣に封し、教會關係

事項に關し接沿方を要求し來か鉱これに封し満洲國外交部大

臣は四月二十一日附を以て、「當國法律及政綱ノ範園内二於テ便

宜ヲ典フ」べき旨を同答、更に同年九月十一日附を以て法皇騰

福機官布教i聖省長官に封し、前記承認方を通告し、これに封し、

法皇磨櫃機官は八月二日附を以て返翰があつた。・一マ法皇廉

が國際法上法人格を有する以上、これによつて爾國問に正式の

關係が樹立せられたと見るべきである。

（二）満洲國の行いたる承認

満洲國はこの十年聞に一方的に、受動的に、承認を受けたる
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に止まらず、既に建國後、新たに生じたる國家虹びに新ブ～に樹

立せられたる政府に到して承認を行つているのである。

　國家の承認

　まず國家の承認としては、ス・ヅァキアとク・アチアの爾國

に封する承認がある。即ち、前者に封しては、昭和十四年三月

十四日に濁立宣言を行つたス・ヅァキア國の政府は満洲國に封

し、正式にその濁立を通告し來たつたので、瀾洲國は同年六月

一日附の公文を以て正式承認の通告を登した。また後者に封し

ては、昭和十六年八月二日同國を承認することに決定、その旨

同日ク・アチア國外務大臣宛電報を以て通告を登しブ～。

　政府の承認

　満洲國が行つ差政府の承認にはスペインと中華民國との二つ

がある。

　スペインについては昭和十二年十二月二日駐日満洲國大使玩

振鐸は満洲國政府の訓令・によめ日本駐在のスペィンのフランコ

將軍の政府代表者カスチリヨに封し、「満洲帝國政府ノ・共産『イ

ンターナショナル』ノ破壊的活動ノ防遇二努カシ依テ以プ世界

ノ秩序及卒和維持二貢献セントスル意圖二於テ『フランコ』將

軍閣下ノ攻府トー致スルニ依ソ』その政府をスペィン國正統政

府として承認することを宣言する旨を通告した。これに封し．

フランコ政椹代表者は直ちに本國に傳達したる旨を同答し、更

に同日附を以て、前記と同様の理由によう、満洲帝國を猫立國
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家として、まブ2浦洲帝國政府を同帝國政府として承認すること

を宣言ずる旨を同答し來たう、こ』に爾國問に相互的友好關係

カヌ確定的に設定され，プとのである。…欠に中窪蓬民國については、前

述の如く昭和十五年十一潟三十慧の鷲満華共同宣言の署名によ

つて、江主席の國民政府を承認しプaのである。



第三　満洲國の外交機構及び外交使節・領事の淑遣・接受 23

第三　満洲國の外交機構及び外交使節・

　　　領事の派遣・接受

（一〉外交機構

　（1）帝制實施以前

　満洲國は建國に當う昭和七年三月九日附漱令第一號の政府組

織法で執政は「宣戦嬉和及條約締結ノ椹ヲ有」し（第十一條）、

國務院は執政の命を承けて外務を掌理するため外交部（1）を置

き、その長に外交部総長を置くことにした（第二十七、八、九

條）。また滲議府は「列國交渉ノ條約、約束拉執政ノ名二於プ行

フ封外宣言」について執政の諮詞を待つて其の意見を提出する

執政の諮問機關を形成しプ～し第十五條）。而して外國條約及重要

渉外案件は必ず國務院會議を経ることを必要とした。

　（2）帝制實施後

　昭和九年三月一日に淳儀執政が満洲國皇帝の位に即き、元號

を康徳に改めブ～が、同日、從來の政府組織法を塵して新たに公

布された組織法によれば、「皇帝ノ・戦ヲ宣シ和ヲ嬉シ及條約ヲ締

結ス」るの権を有し（第十條）、國務院には從前通あ外交部を存

しその長に外交部大臣を置いていた（第四章第二十七條以下）。

また滲議府の制度もそのま＼存置され、列國交渉ノ條約約束及
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皇帝ノ名二於テ行フ封外宣言」に關し「皇帝ノ諮詞ヲ承ケテ其

ノ意見ヲ上奏ス」る任務をもつことになつた（第十五條の五）。

　その後昭和十二年に至う、勅令第百十九號（六月五日附）を

以て、國務院官制が公布され、非常な改革が断行された。それ

によれば、從來外交は外交部大臣がこれを主宰してをつたのが、

爾後「國務総理大臣ノ・外交ヲ直宰シ外交使節及領事官ヲ指揮監

督」することになり（通商に關する事項は経濟部管掌）そのた

め外務局（その長は外務局長）（2）が置かれることになつたので

ある。昭和十二年五月八日の國務総理大臣が述べた右政治行政

機構改革の趣旨に曰く「外務ノ・事ノ重要ナノント廣ク各部所管ノ

事項二關スノレガ故二國務総理大臣ノ直宰トシ、杢膿的協力二依

リ勤外政策途行ノ萬杢圓滑ヲ圖ラントスノレニアリ」。なを國務院

會議の制度はこれまた從前通ゆである（第六條の二）。

　（3）下級官騰

　奮政権時代は各省政府に交渉署が設けられてをつプ～が、満洲

國建國後、満洲國政府は、最初は各省に外交緋事庭なるものを

設け、後各省に外交特涙員を設置することにした。た璽その頃

吉林省のみは地方的封外關係があるので吉林交渉署を存置し外

交主任を署長としてをつプ～。またノ・ノンピンに、北浦鐵路との渉

外事務庭理のため、奮政権の吉林、黒龍江爾省政府が駐吟交渉

局を設けてをつたが、これも建國後北満特別匿公署に移管され

た（簸繍苓二月＋八日）。
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　　（1）外交部官制は昭和七年七月五日附教令第五＋號を以て公布、外交部分科

　　規程は同年七月二十日公表された。

　　（2）外務局官制は昭和＋二年六月五日附勅令第百二＋二號を以て公布、外務

　　局分科規程は同年七月一日に公表され・た。

　蒙彊とはいかなる關係にあるというに、政治的關係は本稿の

錫象外であるから、これは別として、昭和十三年蒙彊の地位が

特殊化するに及んで（1）、爾者の職こは相互に代表部を設けて、

その關係を庭理せしめみことになつブ～。帥ち溝洲國側は昭和十

三年勅令第百二十七號で駐在蒙彊代表部官制を定め、一方蒙彊

側は同年十月新京に蒙彊聯合委員會駐煽機關事務所を設置し

た。その後、満洲國は昭和十六年十月代表部辮事庭を厚和蒙特

等に設置するなど、爾者の關係は満洲國と中華民國との相互承

認前に於ける北支と満洲國との關係を思わせるものがある。

　　（1）満洲國と蒙彊との關係については「蒙政二關シ國務糖理大臣ノ承認ヲ要

　　　スペキ箏項二闘スル件」（康徳五年十月三日附國務院訓令第一六三號）を参

　　照o

（二）外交使節及び領事の派遣・接受

　（1）外交使節及び領事の派遣

　外交使節　満洲國は建國後、我國とは最も早く且最も緊密な

る外交交渉を行つたのであるが、「外交々渉共ノ他日本二於ケノγ
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諸般ノ事務ヲ掌理」せしめるため、昭和七年七月二日附教令第

四十七號を以て、「在日本代表公署官制」を公布し、東京に代表

公署を設置した。同年九月十五日日満議定書が締結せられて、

我國の正式承認を受けるや、正式外交使節交換の準備は着々と

進められ、昭和八年四月二十六日敏令第二十六號を以て、「日本

國駐在外交官々制」が制定せられブ～。これによつて東京に特命

全権大使又は特命杢権公使を駐剤せしめられることにな弧同

年五月十八日には初代公使丁士源が　天皇陛下に信任歌を捧呈

した。爾來爾國の國交ますます深くなるに及んで、昭和十年六

月十九日の勅令第四十八號を以て、前記官制を改正し、駐日公

使館を大使館に昇格せしめ、特命全権大使を駐剤せしめること

になつブ～。イタリアにi封しては昭和十三年二月十日イタリア駐

在外交官官制を以て特命全権公使を駐在せしめることとし（勅

令第十一號）初代公使徐紹郷が同年四月二十七日イタリア皇帝

に信任歌を捧呈した。ドィツに封しては、はじめ、通商代表を

派遣することとなう、昭和十一年八月一日ベルリンに通商代表

部を設置開　したが（昭和十一年六月四日勅令第七十六號、ド

ィツ駐在通商代表部官制）、後公使の交換が行われることになつ

て腰止せられた。帥ち、昭和十三年十一月二十一日初代公使呂

宜文がヒットラー総統に信任歌を捧呈し尤のである。またスペ

・1ンとの相互承認に件い、公使交換を行うことになう同年十二

月二十日初代公使徐紹郷がフランコ將軍に信任歌を捧呈した。
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　中華民國に封しては、はじめ北京の奮臨時政府との問の通商

關係の庭理のため、昭和十三年六月十四日に中華民國駐在通商

代表部官制を設け、逼商代表を北京に駐在せしめたが（勅令第

百二十六號）上海に維新政府が樹立せられるに及び、昭和十三

年十二月には官制を改正してこの代表部を北京及び、上海に置

くこととし、更に國民政府の樹立に件い南京に同代表部i辮事庭

を設けたが、大使交換と共にこれらはすべて贋止せられた。か

くて初代中華民國駐剤滴洲國大使呂榮簑は昭和十六年一月十五

日國民政府注主席に封し信任歌を捧呈しプ～。’また北支の特殊性

に鑑みて、北京に外交代表部を設けて大使館滲事官を常駐せし

めることとしブ～。

　なをノ・ンガソーには昭和十五年、ルーマニアには昭和十六年

五月、フィンランドには同年十月、それぞれ駐濁呂公使をして

兼任せしめることとしブ～。

　かくて、大公使を涙遣する國も増加して來たので、昭和十三

年八月十六日從來の、日本、イタリア爾國駐在大公使館官制及

びドイツ駐在代表部官制を壌して新たに「大公使館官制」（勅令

第百九十七號）を設け、特命杢権大使又は特命全権公使駐翻國

を指定するところがあつプ～が、その後追加されて現在は次の通

うになつている。

　　特命全権大使駐剤國　日本、中華民國（昭和十五年十二月

　　　二十八日追加）
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　　特命杢椹公使駐剤國　イタリア、スペイン、ドイツ、ノ’ン

　　　ガリー（昭和十四年追加）、ノレーマニア（昭和十六年追加）

　　　フィンランド（昭和十六年・追加）

　満洲國でははじめ外交官の名稻として、一二三等秘書官及随

習秘書官等を用いたが、昭和十三年これらの名稽を康して、一

律に理事官及理事官補とした。しかし任國に於ける儀禮關係そ

の他に鑑み必要と認めるときは、國際償例たるFirst　Secretary

一等書記官（二等、三等これに準ず）、又はAttache外交官補

等の名稻を使用することになつた。

　領事　領事に關しては昭和七年六月十五日敏令第三十三條を

以て「領事官官制」が制定されプ～。また同日敏令第三十四條を

以て「領事官職務規程」も制定された。最も最初に領事館が設

立されたのはソヅィエト聯邦内のブラゴウェスチェンスクであ

つて昭和七年九月十七日領事館成立宣言が登せられた。その後

総領事館、領事館の設置は、その都度登表されて來たが、現在

設置されている揚所は次の通ゆである（カツコ内は設置の年）。

　　日本國総領事館大阪（昭12）（1）

　　　　　　　領事館i新義州（昭13）

　　ソ　　聯　総領事館　ノ・バ・フスク（昭7）

　　　　　　　　　　　　ウラヂオストック（昭7）

　　　　　　　領事館ブラゴウェスチェンスク（昭7）

　　　　　　　　　　　　チタ（昭7）



第三　満洲國の外交機構及び外交使節・領事の汲遣・接受 29

　　ド　イ　　ツ　　領　事　食官　　ノ・ンプノン’グ（日召13）

　　中華民國　総領事館　天津（昭16）上海（昭16）

　　　　　　　領事館濟南（昭16）

　（昭和十四年ポーランド國ワノγソーに総領事館を設置せるも

　ポーランド滅亡につき屡止）

　このうち大阪駐在の総領事としては日本入たる星野金之助氏

が任命された。從來我國は外國の名碁領事には任命されたもの

ばいたが、常駐の專任領事としては、今同が最初と思うが、駐

在國の國民たる外國領事には國際慣例上外交官の特権を典えな

い『ことになつてをる。

　　（1）昭和十六年七月＋七日開設、これにより同地の名讐領事館及び、駐日大

　　　使館大阪鱗事慮を廣止。

　（2）外交使節及び領事の接受（1）

　外交使節　外交使節の派遣は一方的でなく、交換的であるか

ら、満洲國が國交關係を有する諸國にして、満洲國が外交使節

を派遣している國は満洲國に封しても同様に外交使節を派遣し

ている。日本の特命全権大使については、その地位が極めて重

要であるから、これを別に詳記するとして日本以外の國では、

まずイタリアは昭和十二年十月二十九日正式承認と共に、満洲

國駐在コノンテーぜ総領事を初代公使に任命し、昭和十三年三月

二十三日信任状捧呈が行われた。
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　ドィツは昭和十二年五月七日新京にドィツ通商代表部を開設

し、通商代表として公使館滲事官カーノソ・クノーノンが就任し喪

が、翌昭和十三年八月十八日附公文にて満洲國駐剤ドイツ國公

使館を開設しカーノン・クノールが臨時代理公使に任命せられ、

同時に領事官として職務執行の灌限を賦典せられたる旨を瓶報

して來た。而して初代公使フグネノンは昭和十三年十一月十二日

信任歌を捧呈した。次いで昭和十五年六月二十日にはハンガリ

ーのボカ公使、昭和十六年二月二十五日には中華民國の廉隅大

使（同二月ご十三日に在満中華民國通商代表公署閉鎖）五月二

十七日にはノレーマニアのチョノンジ公使、十月三十一日にはスペ

インのウエーゴ公使、十一月五日にはフィンランドのイドマン

公使がそれぞれ信任状を捧呈した。

　　（1）満洲國に劃’する列國の領事派遺問題については昭和八年六月七日の國際

　　　聯盟諮問委員會の決議が存するが、前掲立博士「時局國際法論」三〇七頁

　　　以下参照。

　日本の満洲國駐剤特命杢権大位の地位

機關の調整

附満洲國關係帝國

　我が國と満澱國との不可分離の特殊關係は、我が國の満洲國

駐剤特命杢権大使の地位を極めて重要なるものとする。外交使

節としての特命全権大使の地位は國家を代表して該國家の意思

及0城情を表明する機關であるが、その職務権限に關しては國
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際法上の原則、慣例拉びに各種の條約規定に則して、差遣國がそ

の詳細を規定し得るのである。これ即ち國内法上の官制である。

我が國は満洲國承認と同時に列國に率先して特命全権大使を常

置せしめたが、我が國が満洲國内に日瀬議定書k基いて所要の

軍隊を駐屯せしめているところから關東軍司令官の職と、また

租借地たる關東州及び満鐵附厨地の行政を掌るところから關東

露長官の職とを兼任させプ～のである。當時これを俗に三位一膿

制と稔した。しかるに既存の關東軍司令官と關東磨長官の職と

特命全権大使の職とをブバそのま㌧に一人のものに粂任せしめ

ることによつては到底中央との密接なる連繋を完うすることが

出來ないので、昭和九年十二月に根本的な改革が断行せられた

のである。この改革の際の根本方針としては、満洲國は濁立國

であう、我が國がその濁立を奪重することは日満議定書に掲げ

た根本方針であるから、如何に密接なる關係にあうといつても・

保護國的な制度は絶甥に避けて、鞄く窟で一國の外交使節とし

ての地位を保持せしめること、日満特殊關係を考慮し、且中央

と出先官憲との密接なる連繋を確立すること、なるべく軍務と

政務とを分離することなどであつた。かくして出來上つたのが

中央にあつては封瀬事務局の創設、出先にあつては關束露官制

の改正であつた。帥ち出先にあつては治外法権の撤壌を機とし

て満鐵附属地の行政を満洲國に移譲するため關束鷹の権限を關

東州内に限局し、満鐵附属地に關する権限を帝國領事官に移し・
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浦鐵や浦洲電信電話會肚の業務監督に關する権限を全樺大使に

移したのである。た虻軍司令官と杢権大使とを同一人にするこ

とだけは從來通うとしたのである。かくて制度上は軍令機關と

外交機關の事實上の二位一膿となつたわけである。しからば關

東州の行政は濁立したのかというと、そうではなくて逆に在満

大使館の所管に包含されることになつてしまつたことは以下に

述べる通うであつて、こ＼に關束州の特殊的地位が登生し來た

つたのである。

　かくて在満帝國大使の地位権限は次の通うになつた。

（1）在満帝國大使は關東軍司令官を兼任している。これは前述

　の如き特殊事情から、少くとも當分は鍵更なき根本方針と見

　られる。ブバし軍務と政務とは可能なる限ゆ分離する建前を

　とること勿論である。

（2）在満帝國大使は外交使節なる限うに於て外交機關固有の事

　務全般を塵理する。これに關しては外務大臣の指揮監督を受

　ける。從つて総督統監の如きものではない。それ故特別の官

　制は設けられない。

（3）在満帝國大使は満洲に於ける拓殖事業の指導奨働に關する

　事務、南満洲鐵道株式會肚、浦洲電信電話株式會肚の業務の

監督を行う。これらの事務に關しては内閣総理大臣の指揮監

　督を受ける。

（4）在満帝國大使は關東州磨の監督、その他關東州に於げる政
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　務を管理すべき關東局の事務を統理する。これについては内

　閣総理大臣の監督を受ける。但し渉外事項に關するものは外

　務大臣の指揮監督を受ける。

（5）在浦帝國大使は満洲國に於ける我が國の神肚・致育・行政關

　係事務を管理する。これについては内閣総理大臣及び外務大

　臣の監督を受ける。

こ＼に於て、具膿的措置として中央に封満事務局（官制は昭和

九年勅令第三百四十七號）、出先に關東局（官制は昭和九年勅令

第三百四十八號）が設けられたのである。帥ち、中央に於ては

從來拓務省主管の封満關係事項は移植民に關する事項を除いて

全部封満事務局の主管に移され、内閣総理大臣の纏括的監督の

下に外務・陸軍・大藏等關係省全膿として在満帝國大使を通じて

その監督の大綱を把握することにしたのである。かくて封満事

務局（長は総裁）は内閣総理大臣の指揮監督の下に、（1）關東局

に關する事務、（2）各廉封満行政事務の統一保持に關する事務、

（3）渉外事項に關するものを除く満洲に於ける拓殖事業の指導

奨働に關する事務（以上三項の事務にりいては封瀧事務局総裁

は外務大臣を経由して領事官を指揮監督する）、（4）南満洲鐵道

株式會肚及満洲電信電話株式會祉の業務の監督を掌る。一方出

先の在満洲國大使館に設けられた關東局（長は総長）にっいて

は、その詳細なる記述は本稿の封象外となるから上述したとこ

ろに止めることとする。たΨ一言すべきは、前にも鯛れてをい
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たが．關東州行政が駐満帝國大使の所管に移つたため、法律上

の地位は別として、経濟上、實際上は殆ど満洲國と一・膿となつ

たかの威があることであつて、例えば、満濁貿易協定等にも、

關東州の生産品は満洲國の生産品と同一と看倣されているよう

なわけである。

　領事満洲國は日本との關係に於ても、その領事の接受につ

いては、嚴格に國際法及び國際慣例に從っているのであつて、決

して日本も專壇的に行つてはいない。例えば建國後問もない昭

和八年一月頃、吉林省のある所へ突然日本側の領事分館を設立

することを地方官磨に申入れたというので、満洲國側は「當國政

府の同意を求めずして當國境内に領事分館設立する事が果して

事實なうとせば國際慣例に反す」と抗議し、必要ある揚合は國

際慣例に從い正式手綾を取られたいと申入れて來ブ～。結局本件

は問違で、我方も今後は凡て貴國に領事分館或は警察分署を設

立の際は事前に豫め貴國側の諒解を求め我方にて決して輩狗に

塵理する事なし、と同答した。かくて、我國は満洲國建國後は

急速なる邦人の登展に封鷹して、満洲國内の領事館を籏充、増

加したのであるが、その後、満洲國の治安が安定するに及んで、

昭和十二年頃からは、これが縮小整理の方針を探わ、昭和十四

年一月と．昭和十六年二月には大整理を衝行して、現在は総領

事館としてはハルピン、新京、領事館としては黒河、牡丹江、

満洲里、領事館分駐所としては奉天を残すのみとなつた。
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　日本以外の國で満洲國建國後満洲國領土内に存する領事館の

地位を正常化させた國としては、正式承認國の他．專ら領事交

換によつて黙示的承認を典えたところのポーランド及びリス

アニアがある（1）。ソスアニアの場合は軍にノ・ノレピン駐在の領事

館設置の要求があう、満洲國がこれを承認するという簡軍な手

績で濟まされたが、ポーランドの揚合は歎箇の公文が交換され

た。公文の属附は杢部昭和十三年十月十九日附で事實東京の滞

洲國大使館で爾國代表者の間に調印されたものであるが、（一）

まず駐日ポーランド國大使より駐日満洲國大使宛に本國政府は

ハルピン駐在ポーランド國領事館の法律上の地位が爾園問の適

當なる協定によつて確定せられるまで、これを正常ならしめん

ことを希望し、前記領事館々長の最近の移動に鑑み該新領事の

ために拉に今後各新任者のために満洲國の認可歌を受領せんこ

とを欲するものなることを通報し、なほ本國政府は今後満洲國

政府がワルソーまブ～はその他の適當なる地に満洲國領事館を開

設することを考慮する場合は、ポーランド國内に於ける満洲國

領事のために認可歌を講求するに於ては正常の條件に於て且相

互主義の條件の下にこれに慮ずる用意あることを宣する旨の書

翰を途弧駐日満洲國大使はこれに封し本國政府の名に於て右

通報の内容を受諾する椹利を附與せられぬることを宣言する旨

の返翰を迭伝（二）第二段として、ポーランド側より、前記（一）

の公文の交換に關し、本國政府は新ノ・ルピン駐在ポーランド國
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領事を任命しブ～ること、同人が新京にて委任ナ伏を呈示し、満洲

國の認可歌を受くべきことを通報し、満洲國側はこれを諒承、

（三）第三段として、領事官の職務及び権限、他方の領域内に居住

する爾國の一方の國民の財産、椹利及び利盆拉びに爾國間の纏

濟關係の諸問題に關して、爾國問に適當且正式なる協定の成立

するに至るまでの爾國政府問の了解事項を掲げたる公交（2）を

ポーランド側より迭致、満洲國側これらの提案を受諾する旨を

同答したのである。かくて新任ノソレピン駐在ポーランド國領事

に封しては昭和十三年十一月十二日卜付、同リスアニア國領事に

は同年八月二日附を以で認可歌が正式に登令されたのである。

（1）イタリアはハルピンに領事館（奉天総領事館は昭和十三年四月閉

鎖）、ドイツはハルピン、奉天、満洲里に領事館、ポーランドはハル

　ピンに領事館、サルヴアドルは新京に名轡領事館・ソヴイエト聯邦

　は満洲里に領事館、ハルピンに総領事館、リスアニアはハルピンに

領事館をそれぞれ設置している。

（2）これらの了解事項は次の通Pである。ブ謂豊は普通の領事職務條約

　を簡輩にしたものであるが。第三項に於て・日満特殊關係を考慮し

　てあるところを注意すべきである。

　一、rボーランド」國及ビ満洲國ハ各自國二駐在スル相手國ノ領事

　　官憲二鉗シ相互主義ノ條件ノ下二其ノ特種職権及ビ椹限二付他

　　ノ外國領事官憲二與ヘラル・最恵國待遇ヲ與フベシ

　ニ、rポーランド」國及ビ瀧洲國ハ各國ノ法令二從ヒ且相互主義ノ

　　條件ノ下二左記二關シ原則トシテ相手國ノ國民二封シ他ノ國民

　　二與ヘラル・最恵國待遇ヲ與フベシ
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　　（イ）族行、居住。職業

　　（・）身分及ビ親族

　　（ハ）財産、権利・譲許

　　（二）國民的、宗教的、職業的、経濟的，文化的。及ビ髄育的

　　　事項二關スル團艦、施設、行動及ビ出版

…三、前記各項二規定シタル最恵國待遇ノ原則ハ同盟國トノ共同防

　術二關聯スル事務叉ハ隣接國（複敷）トノ軍事的、政治的，民

族的，其ノ他ノ事情二基ク特殊不可離ノ關係二關スル事項ニハ

　之ヲ及ボサザルモノトス

四．通商及ビ経濟上ノ相互的協力二付テハ通商條約ガ本件二關ス

　ル雨國間ノ關係ヲ正規二規定シ且之ヲ塘進セシムルニ至ル迄雨

　國政府ハ好意的二之ヲ取扱フモノトス

　（3）未承認國の在満駐在領事の地位

　満洲國建國後、満洲國を承認しない國家で從來通ウ領事館を

設置しているものは現在次の通今である。

英　　　國

米　　　國

フ　フ　ンス

オランタ

デンマルク

ポルトガル

ベルギー

ラトヴイア

ユ．ストニア

ノノレウエ・一

駐ハルピン総領事館、駐奉天総領事館

駐ハルピン総領事館、駐奉天総領事館

駐ハルピン領事館、駐奉天領事館

駐ハルピン領事館、駐螢口名轡領事館

駐ハルピン領事館

駐ハルピン領事館

駐ハルピン領事館

駐ハルピン領事館

駐ハルピン領事館

駐螢口名答領事館
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満洲國が建設された以上、その國内に在る外國の領事が、職務

を執行するに當つて、満洲國政府の認可または許可を必要とす

ることは當然のことである。しかし一方未承認國側からいえば、

滴洲國を承認していないのであるから、改めて領事の職務執行

に關して満洲國の認可まブ～は許可を受けようとはしない。そこ

で、満洲國がその見解を張行することになれば、爾者の問には

必然的に衝突を來たすことになる。イタリアがエチオピアを併

合した際には、奮エチオピア國領土内の外國領事に封してイタ

リア官憲の交付する認可欺を必要なうとなし、これを肯じない

領事に封しては退去方を要求した（1）。しかし満洲國は出來る限

参これらの諸國との問に摩擦を生ずることを避けるという態度

を執つプ～ので、そこには複雑な礎態的現象を生ずるに至った。

　まず第一に、領事が更迭したり、離任、蹄任の際には如何な

る手績が執られたかを槍討して見よう。元來、領事が更迭する

揚合は駐在國の認可が必要である。師ち、新たに任命された領

事は接受國に到着し虎ならば、委任状を提出して、接受國の認

可を得なければならない。然らざれば職務の執行や特権の享有

は開始しない筈である。満洲國はこの更迭の手績については、

全くこれら領事側の一方的措置に委ねで、別段満洲國側からは

何の申入れも行はなかつたようである。そこで、はじめの問は

各國領事は勝手に更迭して、別段何等の通告もしなかつたが、

その後ノソレピン駐在の英、米、佛、和蘭國等の領事は同地の満
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洲國外務局特派員に封して、文書まプ～は口頭を以て、更迭の都

度、その事實を蓮報して來た（2）。奉天駐在の英米領事も、満洲

國外務當局に封して、同様の措置を執るようになつた。從つて．

離任ならびに婦任の際も勿論これに倣つている。正式に承認し

た國の領事はこれらの揚合すべて國務総理大臣宛書式通告の形

式を執つているのである。

　次に、未承認國領』事の職務執行の範園については、満洲國は

當初從來通ウ彼等が行3に任せてをつた。郎ち、英、米、佛等

の領事は旅券の査謹や、自國民の保護に關する満洲國外務局と

の交渉などを行・つてをつた（3）。プ～買領事裁判権iの行使だけは満

洲國の主権に重大なる影響を及ぼすので、満洲國は昭和十一年

七月一日の外交部大臣の聲明及び昭和十二年十一月五爲の外務

局長官の聲明によつて、これを認めない旨を明らかとした。し

かし、これまた急激なる禁止の實際的措置をとらなかつたので、

これらの聲明の後も、事實上は自國民の裁判を行つたともいわ

れている。一方満洲國裁例所は前記の聾明に墓き未承認國々民

の刑事及び民事事件を裁弱しているが、嘗て領事裁判権を有し

た諸國の領事はこれに封して屡々抗議して來ている。

　次に特礎及び晃除については、満洲國側は、恩惑的に、促來通

め承認國領事と事實上ほぼ同様の特椹冤除を典えていたが、開

税その他で、多少差別的な待遇を行つているようである。

　これを要するに、満洲國は飽く懐で列國との關係を、牢和的
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且漸進的に改善するため、隠怨自重、國家主権の行使上當然の

行爲をも差控えたのてある。しかし、これらの不明瞭なる地位

に重大なる攣動を與えるに至つた轄機が二つあつた。第一は我

が國の治外法権の撤壌、第二は大東亜戦雫の勃登である。これ

によつて満洲國は断乎從來未承認國に封して探う來たつたとこ

ろの好意的黙認主義を棄て去つブ～のである。大東亜戦雫の勃登

は特に敵性國家の在満似而非権盆を清算するに役立つたわけで

ある。外國人に封する一般措置については別にこれを記述する。

　　　（1）拙稿「不承認主義の現勢J（「國際法外交雑誌」三七巻五號、六七頁以

　　　　下）

　　　（2）例えぼ昭和九年三月七日附でハルピン駐在米國総領事から領事更迭を

　　　　外交部北瀧特派員に勤し通告。

　　　（3）例えば、ドイツが距式承認前に、國旗の改定を通告したり、オースト

　　　　リア國併合後、同國民に謝する保護の通告をしたるが如く、また昭和

　　　　七年七月二＋五日附を以て、ハルピン駐在フランス國領事が同國飛行

　　　　士の満洲國領空通過について國内着陸許可駅の登給の交付、保護方を

　　　　要求（該飛行中止のため取消）したるが如きものであるo
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第四　満洲國と條約の締結

　満洲國が建國以來諸外國と締結しプ～條約には如何なる竜のが

あるかというに、締結の年月順に墨げれば、まず日満問に於て

は次の如き諸條約が存する。

　　（1）日満議定書（昭和七年九月十五日新京に於て署名、我國は部日

　　　　公布）

　　（2）満洲に於ける日満合霧通信會批の設立に關する協定（昭和八年

　　　　三月二十六日新京にて署名、我國は同年五月十日批准、五月十

　　　　五日批准書交換、同日公布）。本協定には爾國政府の現物出資に

　　　　關する交換公文、會祉に封する爾國政府の監督に關する交換公

　　　　文、細目に關する交換公交（いすれも新京にて交換，我國は五

　　　　月十五日公布）が添附されている。

　　（3）満洲國帝政樹立に關する交換公文（昭和九年三月一日新京に於

　　　　て交換、我國は印日公表）。

　　（4）小爲替交換に關する約定（昭和九年六月三十日東京・七月四日

　　　　新京に於て署名）。

　　（5）北満鐵道に關するソヴイエト聯邦の僅利の満洲國への譲渡に關

　　　　し支沸保障に關する日満爾國政府間交換公文（昭和十年三月二

　　　　十三日束京に於て交換）。

　　（6）薗椚江國境を通過する列車直通蓮韓及税關手績簡捷に關する協

　　　　定（昭和十年五月二十二月新京に於て署名、我國は五月二十三

　　　　日公布）。

　　　　本協定に關しては、本協定に基く細則（同年五月二十四日京城
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　　にて調印、我國は六月二十二日官報掲載）が存する。

（7）日満経濟共同委員會設置に關する協定（昭和十年七月十五日新

　　京に於て署名、即日敷力襲生、我國は七月十六日公布）。

　　本協定には附馬書及ぴ委員會議事規則（八月二十九日新京にて

　　作成鴫我國は八月三十一日承認）が存する。

（8）日満間郵便業務に關する條約及び署名議定書（昭和十年十二月

　　二十六日新京に於て署名、我國は十二月二十七日公布）。

　　本條約には本條約に基く業務協定（同年十二月二十六日新京に

　　て調印、我國は昭和十一年一月十一日告示）が存する。また業

　　務協定は昭和十一年十一月十二日一十六日の修正追加條款、

　　昭和十二年五月一八日十四日の修正追加條款によつて修正追

　　加されたQ

（9）満洲國に於ける日本國臣民の居佳及び浦洲國の課税等に關する

　　條約及び附属協定（昭和十一年六月十日新京に於て署名・我國

　　は六月十二日公布・七月一日より實施）・

　　本條約には條約及び附属協定に關する日浦爾國至椹委員問了解

　　事項が存するo

（10）工業所有権相互保護に關する協定（昭和十一年六月二十九日新

　　京に於て署名、我國は七月一目公布、七月一日より貴施）。

（11）満洲拓植公肚の設立に關する協定及び附属書（昭和十二年八月

　　二揖新京に於て署名・我國は八月四日公布、八月二日より實施）。

　　本協定には協定及び附属書に關する日満爾國全権委員間了解事

　項及び協定第十九條に關する交換公丈が存する。

（12）満洲國に於ける治外法椹の撤犠及び南満洲鐵道附薦地行政穰iの

　　移譲に關する條約及び附属協定（甲・乙・）（昭和十二年十一月

　　五日新京に於て署名・我國は十一月九日公布・十二月一日より

　　實施）。本條約には附属協定（甲）に關する日満雨國全権委員間了
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　　解事項、附属協定（乙）附属業務協定（同年十一月二十二日）が

　　存する。

（13）日満間軍事郵便物交換に關する業務協定（昭和十二年十一月二

　　十六幅二十九日束京及び新京に於て署名、十二月一目より實施）。

（14）日本軍の満洲國駐屯に關する軍事關係法規調整に關する交換公

　　文（昭和十二年十二月一日新京に於て交換）これに關しては後

　　出の日満共同防衛に關する項を滲照。

（15）満洲國に於ける日満合辮通信會趾の設立に關する協定の修正に

　　關する議定書（昭和十五年七月十九日新京に於て署名諺P日實

　　施〉。

　懐ブ～、満洲國と日本以外の諸外國との問に於ては次のような

條約協定等が締結せられた。

　　（1）北満鐵道（東支鐵道）に開するソヴイエト聯邦の灌利を満洲國

　　　　に譲渡する爲の満洲國ソヴイエト聯邦間協定及附属最終議定書

　　　　　（昭和十年三月二十三日東京に於て署名・印日實施）。

　　　　本隆約は満洲國が揖本以外の大國と締結した最初の條約である

　　　　こと、これによつてソヴイエト聯i邦から満洲國に封して1獣示的

　　　　承認を興えたことの二黙から意義深きものである。本條約によ

　　　　つてソヴイエト聯邦政府は日本國通貨一億四千萬圓の代償で・

　　　　北満鐵道に關して有する一切の擢i利を満洲國政府に譲渡したの

　　　　である。本條約には最絡議定書が添附されてを外またこれに

　　　　關して日満ソ三國間議定書や日満間謂ソ問交換公文が存する。

　　〈2）満凋貿易協定（昭和十一年四月三十日東京に於て署名）。本協

　　　　定はドイツの満洲國正式承認前に於て・満洲貿易に從事する商

　　　　肚に新規の便宜を供與し、爾國間の貿易を檜進するためドイツ

　　　　の東亜経濟使節を通じ・爾國官鹿間協定の形式を以て・部ち満
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　　洲國關係官憲代表（駐日満洲國大使）とドイツ國外國爲替管理

　　局代表との間に締結せられたるものである。その骨子はドイツ

　　が一ケ年の間に満洲國生産品をc，i£憤格の基礎によつて計算

　　せられたる債額一億圓の限度まで輸入することにあるもので、

　　一ケ年問有敷とされた。從つて本協定は・翌年五月二十一日ベ

　　ルリンに於て更に昭和十五年五月三十一日まで有敷とする旨の

　　延長同意書が署名調印された。しかし・本協定はその後ドイツ

　　の正式承認後、爾國間に締結された満猫貿易及び支沸協定（昭

　　和十三年九月十四日）によつて代えられたのである。

（3）満洲國及ドイツ國間修好條約（昭和十三年五月十二日ベルリン

　　に於て署名、同年七月十五日より實施、同年七月十八日ベルリ

　　ンにて批准書交換）。

　　本條約の締結には、満洲國側はドイツ國駐在満洲國通商代表加

　　藤日吉、ドイツ側はワイッゼツケル外務次官が全椹委員として

　　交渉に當つた。本條約は（一）爾國政府は直に雨國間に外交及び

　　領事關係を開始すべきこと（第一條）、（二）領事條約の締結に至

　　る迄、雨締約國の各一方は他方の領事官を其の認可、職権及び特

　　権に關し相互條件の下に最恵國の領事官と同樽に待遇すべきこ

　　と（第二條）、（三）爾締約國は速に一般的通商航海條約の締結に

　　關する交渉を開始すべく、其の際各一方は成るべく他方の要求

　　に鷹すべきこと（第三條）を約しているQ

（4）満洲國及イタリア國間修好通商條約（昭和十三年七月五日東京

　　に於て署名、同年十一月十八日ローマにて批准書交換、同日よ

　　り實施）。本條約は本邦駐剖瀟洲國大使翫振鐸と同イタリア國大

　　使コンテイとによつて署名されたものであつて・友好關係の設

　　定（第一條）、外交使飾の設置（第二條）、領事官の駐在、認可。

　　最恵國待遇（第三條）・爾國間の一般交通（第四條）、爾締約國問
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　　の交通の調整助長、相五の貿易の衡李と相互主義の基礎の下に

　　於ける促進に封する協力（第五條）、等を規定している。

（5）満洲國及ドイツ國間の貿易及ぴ支沸に關する協定（昭和十三年

　　九月十四日新京に於て署名、同年六月一日より遡及假實施）本

　　協定は昭和十一年同月二十日に締結ぜられ・昭和十二年五月二

　　十一日に延長された満濁貿易協定に代るものであつて、昭和十

　　五年五月三十一日まで有敷とせられた。街協定には第十一條

　　（B）の蓮用に關する取極、品目表が添附されてV・る。

（6）ボーランド國領事官の法律上の地位正常化問題に關する交換公

　　文（昭和十三年十月九月東京に於て交換）

（7）満洲國及びドィツ國間修好條約追加條約（昭和十四年三月二十

　　四日新京に於て署名、九月七日ベルリンに於て批准書交換、三

　　月二十四日より遡及實施）。本條約は前年の修好條約の實施に關

　　するものであつて、締約國の國民の入國、族行、居留及び居佳

　　の自由、身艦財産の保護等、拉びに、通商、航海、産業、商業

　　等に關する最恵國待遇を規定している。

（8）満猫貿易協定中封濁借入全條項更新に關する協定（昭和十四年

　　六月一日新京にて署名）。

（9）満凋貿易及ぴ支沸に關する協定の有敷期間延長に關する協定

　　（昭和十五年九月十二日新京に於て署名・昭和十六年三月十日ベ

　　ルリンに於て批准書交換、即日敷力嚢生）満凋爾國は本協定によ

　　り昭和十三年九月十四日の協定を昭和十六年五月三十一日まで

　　有敷となすべきことを協定したのである。なを、本協定の運用

　　及び當面の事態に印慮する調整に關する取極も締結せられた。

　　また昭和十五年十一月十四日には・これらの協定及ぴ取極が昭

　　和十五年十月一日からドイツ國保護領たるボヘミア及ぴモラヴ

　　イアに擾張さるべき旨のドイツの提議があ弧それに關して同
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　　　　1ヨ爾國聞に公文が交換された。

　　（10）満猫貿易及び支沸に關する協定の有敷期間延長に關する協定

　　　　（昭和十六年五月三十一日新京に於て署名）有敷期間については

　　　　公報なし。

　　（11）満洲國スペイン國通商航海條約（昭和十六年九月十八日マドリ

　　　　ツドに於て署名）o

このほか昭和七年九月四日の満ソ水路協定（昭和十二年五月ソ

聯駿棄を通告）をはじめ多くの官臨間協定が存する。

　また、満洲國が蓼加した多歎國問條約（1）（締約國三ケ國以上

の條約）には

　　（1）北満鐵道譲渡に關する日木國・満洲國・ソヴイエト聯邦間議定

　　　　書（昭和十年三月二十三日東京に於て署名、即日實施）

　　（2）日本國、満洲國及びイタリア間貿易に關する協定（昭和十三年七

　　　　月五日束京に於て署名、八月二十四日に寄託調書）作威本協定

　　　　は正確には「伊太利國ヲー方トシ日本翼及満洲國ヲ他方トスル

　　　　貿易及之二關スル支梯ヲ規律スル爲ノ伊太利國政府日本國政府

　　　　及瀬洲國政府間協定」と稻する。期限満了の三月前に康棄され

　　　　なv・ときは暗黙の更新により六月づつ延長せられるとの第九條

　　　　第五項の規定により、爾來引綾き敷力を有している。

　　（3）満洲國の共産インターナシヨナルに樹する協定参加に開する議

　　　　定書（昭和十四年二月二十四日新京に於て署名・即日實施）

　　　　本議定書は一方日本・イタリア・ドイツ、他方満洲國間の協定

　　　　の形式にょる。

　　（4）日満華共同宣言（昭和十五年十一月三十日南京に於て署名）

　　　（1）瀟洲國の國際條約加入に勤す’る不承認に關する國際聯盟諮問委員會の

　　　　　決議については前掲立博士「時局國際法論」三〇四頁以下参照。



第五　日瀧特殊關係の法的基礎 盗7

第五　日満特殊關係の法的基礎

　日満爾帝國間の特殊關係は「一徳一心！という精淋的結合に

基くものであることは勿論であるが、累密なればなる程それだ

けこれから生ずる種々の關係を箇々の法規に照合して法的に把

握することは頗る難事である。こ㌧には、専ら條約關係を中心

として考察を進め、必要に鷹じて國内法規に鯛れることとした。

從つて便宜上、（一）高度同盟關係一共同防衛、（二二）その他の條

約に某く日満特殊關係、（三）一般協力關係に分けて考察したい

と思う。

（一）高度同盟關係一共同防衛

　日満爾國の密接不可分の關係は非常に顯著である蝕奴㍍人

々はこの不可分開係を倫理的道義的方面よめ考察し、法的な分

析を行うものがないようであるが、不可分關係の由來するとこ

ろの法的基礎が、根本的原初的には日満議定書中第二項に掲げ

られた高度同盟關係の設定に關する條項に存することを看過し

てはならない。同條項には「日本國及満洲國ノ・締約國ノー方ノ

領土及治安二封スノンー切ノ脅威ノ・同時二締約國ノ他方ノ安寧及
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存立二封スル脅威タノレノ事實ヲ確認シ、爾國共同シプ國家ノ防

衛二當ノレベキコトヲ約ス之ガ爲所要ノ日本國軍ノ・満洲國内二駐

屯スノンモノトス」と規定されている。

　元來狭義に於ける同盟條約は一定の目的のため、主として兵

力による鷹援義務を定めたる條約である（1）。同盟の意義につい

ては諸家は種々の説を爲しているが、日満議定書は、前記の要

件を具備してをるから、同盟條約であることに疑ない。或はキ

ノンヘンノ・イム＝ストノンップの如く同盟を以て「一定の目的の1た

めにする二國又は歎國問の一時的結合である」とすれば、日満

議定書は恒久的結合であるからそのなかに含まれないことにな

るが・同盟は恒久的結合をも含むと考えるのが普通のようであ

る。從つて日満議定書は同盟條約と考えられる。

　また、同盟條約に類似したものに、保障條約と保護條約とが

ある。國家の慣行に從えば時には、これらにも同盟條約の名を

冠することがあるので混同せられ易いが、保障條約は・保障の

目的上必要ある揚合になされる援助が片務的であつて相互的で

ないこと、援助の内容が全く相異なるところに特徴がある。日満

議定書の揚合は賞質的にいえば日本が満洲國に與える援助と、

満洲國が日本に與える援助とは李等ではないかも知れないが、

條約上は專ら卒等的相互的を建前としているから、保障條約で

はない。保護條約は張大國が弱小國に到して軍純なる意味の保

護を與えることを約する條約であつて、一九三〇年六月三十日
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の英國・イラーク問同盟條約の揚合の如く杢く保護條約である

ものが同盟條約と稻せられている揚合もあるが、日満議定書は、

今述べた保障條約でないのと同様の理由で、やはb保護條約で

もないのであるo

以上のような理由から、日満議定書は恒久的結合を内容とす

る完全なる同盟條約であう、且、一般の同盟條約以上に緊密な

る關係を包含しているのである。即ちかかる要素から、駐兵権

や、治安維持のための種々の協力關係等が生じて來ることは以

下に述べる通蚤であるが、駐兵椹といつても、外國が普通保護

國に封して駐兵権を有するなどとは異なめ、完全なる一徳一心

の精紳的結合を基礎としていることは、英國・イラーク同盟條

約と日満議定書の内容を比較して見れば直ちに到然とするので

ある。この精紳的結合を無覗しては到底日満同盟關係を説明す

ることは出來ないであろう。最後に一言すべきは、日本側でば

特に満洲國を同盟國として取扱うことがないようであるが、満

洲國側では、日満問の同盟關係を一切の封日法的關係の骨子と

しているという事實である。現に満洲國の國内法規には「同盟

國」なる名稻が甚だ廣く用いられ、且これら法規の適用せらる

べき同盟國として日本國を特定するという形式が探られている

のである。

（1）掴稿「同盟條約を続る諸問題」（「國際法外交雑誌」四〇巻五號、昭和十

　六年五月）二五頁以下参照o
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　共　同　防　衛

　日満議定書に基く共同防衛の約定に從つて、H満問には強度

の軍事的協力が行われている。即ち共同防衛に必要なる日本國

軍は満洲國内に駐屯し、共同防衛の目的達成を期しでいるので

ある。このため浦洲國側も種々なる法規を設けているが、例え

ば、「同盟國軍隊ノ駐屯二件フ軍事法規適用等二關スル件」（昭和

十一年勅令第四百三十九號）などが存した。しかし昭和十二年

十二月一日よウi・1本國の満洲國に於ける治外法椹の撤屡が断行

せられるや、帝國軍隊の駐屯に關聯して、その特殊的地位よウ

生ずる種々の關係を圓滑ならしめるため一つの根本法の制定が

必要のように考えられた。そこで治外法権撤壌の日、帥ち、昭

和十二年十二月一日に「満洲國内二駐屯スノン日本國軍ノ軍事關

係法規調整二關スル公文」が日満爾國間に交換された。それに

よれば満洲國國務総理大臣張景恵は駐満植田大使に封し．「日満

議定書二就テノ・爾國共同シテ國家ノ防衛二當ノンベキヲ約シ祈要

ノ日本國軍満洲國内二駐屯シアル庭其ノ駐屯二俘フ軍關係法規

ノ適用ヲ適正ニシテ以テ日本國軍が滴洲國内二於テ日液共同防

衛上現二有スノレ軍事行動上必要ヲ認メタノレニ依り、日本帝國ノ

治外法権ノ撤磨セラル・二際シテ」次の如く措置すべきことを

申出でた。

　　第一條　瀧洲國ハ其ノ國軍二關スル法令制度二關シテ日本國軍モ亦

　　　　之ヲ利用シ得ル様措置シ叉必要二鷹ジ日本國軍ノ軍律其ノ他關
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のである。

　（1）この勅令は重要であるかち全：文を娼げることにする。

　　　第一條　共同防衛ノ目的ヲ以テ同盟國ノ軍隊駐屯スルニ劃シテ軍事行動

　　　上必要ナル自由保障及ピ之二件フ便盆ノ享有ヲ完フスル爲メ安寧利盆

　　　ノ保護及ビ軍事行動上ノ便盆ノ爲メ適用セラルベキ同盟國軍隊二關ス

　　　ル法令ハ命令ノ定ムル所轟擦リ満洲國法令ト見倣ス事ヲ得。ソノ犯シ

　　　タル罪ハ満洲國法令ヲ犯シタル罪ト見倣ス。

　　　第二條　満洲國軍隊ノ爲メ適用セラルベキ法令ハ別二法令ヲ以テ定ムル

　　　揚合ヲ除クノ外命令ノ定ムルトコ・ニヨリ同盟國軍隊ノタメ適用セラ

　　　ルルモノトス○

　　　第三條　同盟國軍事警察機關（補助機關ヲ含ム〉ノ行フ軍事司法叉ハ行

　　　政警察ノ事務ハソノ職務二相當スル警務機關ノ事務ト見徹ス。

　　　第四條　軍事警察官、警察官ハ同盟國軍事警察機關二劃’シ必要二慮ジ捜

　　　査ヲ委囑スノレコトヲ得○

　　　第五條　共同防衛ノ主旨ニョリ共同シテ警務二服スル揚合二於ケル警務

　　　機關ノ統制ハ命令ノ定ムル所二振ルベシ。

　　　第六條　第一條、第三條及ビ第五條二關シテ必要アル事項ハ主管部大臣

　　　ノ命令ヲ以テ之ヲ定ム・

　　　第七條　前各條ノ職事叉ハ事攣ノ揚合轟於ケル適用ニツイテハ励二法津

　　　又ハ命令ノ定ムル／所二振ル。

（二）在満日本國民の地位

　満洲國に在佳する日本國臣民の法律的地位を定めた一般的規

定はまず第一k日満議定書第一項のうちに見出される。帥ち、

同項は「満洲國ノ・將來日満爾國問二別段ノ約定ヲ締結セザノγ限
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り満洲國領域内二於テ日本國叉ノ・日本國臣民ガ從來ノ日支間ノ

條約、協定其ノ池ノ取極及公私ノ契約二依り有スノンー切ノ権利

利盆ヲ確認奪重スベシ」と規定し根本的原則を確立している。

第二には治外法権の漸進的撤磨の第一歩として昭和十一年に締

結された「満洲國二於ケノレ日本國臣民ノ居住及満洲國ノ課税等

二關スノレ條約」の第一條であつて、それには「日本國臣民ノ・満

洲國ノ領域内二於テ自由二居住往來シ農業商工業共ノ他公私各

種ノ業務及職務二從事スルコトヲ得ベク、且土地二關スノンー切

ノ権利ヲ享有スベシ…・」（1）と規定きれている。これまでは治

外法権撤壌に至るいわば過渡的なものであるが、在満日本國臣

民の地位が全く正常化されたのは昭和十二年の治外法椹撤塵條

約正確には「満洲國二於ケル治外法椹ノ撤巌及南満洲鐵道附矯

地行政権ノ移譲二關スル條約」の第三條乃至第五條によつてで

ある。帥ち日本國臣民及び（以下の規定を法人に適用し得る限

うに於て）日本國法人（2）は、同條約附属協定の定めるところ

に從つて満洲國の法令に服するが如何なる場・合に於ても満洲國

人民に比して不利盆なる待遇を受けることはない（第三條）。而

して同條約の規定は日満爾國問の特別の約定に基く特定の日本

國の臣民または法人の権利、特椹、特典及び冤除に影響を及ぼ

さない（第五條）。

　かくて日本國臣民のために從來存していた領事裁到制度は同

條約實施と同時に終止して、爾後は日本國臣民は満洲國の裁到
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管轄椹に服することになつたのであるが（附属協定甲筑一條）

（1）、満洲國政府は日本國臣民の身膿及び財産に封して國際法及

び法の一般原則に適合する裁到上の保護を保障すべきことを約

し（同第二條）、なを、日本國臣民の身分に關する事項について

は満洲國裁到所は日本國法令に準嫁すべきこと、満洲國政府は

條約實施當時日本國臣民が日本國法令または慣行によつて現に

享受する椹利または利盆の保護について必要なる措置を講ずる

こと等の了解が行われた（杢権委員間了解事項第一）。

　次に日本國臣民は満洲國の警察その他の行政に服さねばなら

ないが、満洲國政府はその行政を行うにつき日本國臣民の身膿

及び1財産の保護に關して一’切の保障を典うべきことを約してい

る（附属協定甲第十二條）。

　次に紳肚敏育及び兵事に關する行政は、我が目本の登展のた

めに最も根本的影響を與えるものであう、且我が國狗特の制度

で他國をして代わつて行政を行わしめ得ない性質のものである

ところから、満洲國政府は日満議定書の精淋に即して、廣汎な

る範園に於て我が國が直接に行政を行うことを認めている。郎

ち満洲國政府は治外法椹撤康後日本國まブ～はその臣民が目本國

法令によつて紳肚を満洲國内に設置すること及び日本國政府が

その示繭Lに關する行政を行うことを承認すべきことを約してい

る（附属協定甲第十四條）。激育については、次のような措置が

講ぜられた。即ち、満洲國政府は重要なる敏育（原則として初



第五　日満特殊關係の法的基礎 55

等致育）行政事項については當分の問豫め駐満日本大使と満洲

國國務総理大臣との問に協議決定せられるところに從うべきこ

とを約し、満洲國政府は前記爾官憲問に協議決定せられるとこ

ろに從つて條約實施後當分の問満洲國領域内に於て日本國また

はその臣民が日本國法令によつて學校その他の致育施設を開

設、経螢まブ～は管理すること、及び日本國政府が日本國臣民の

致育に關する行政を行うことを承認している（附属協定甲第十

五條、了解事項第六）。また満洲國政府は條約實施後百本國政府

が満洲國内に於て日本國臣臣に封する徴集、服役、召集等の兵

事行政を行うことを承認している（附属協定甲第十六條）。

　その他満洲國に於ける通信業務及びその附帯業務についての

種々詳細なる協定が成立し、爾者の協力は極めて密接なるもの

がある（附属協定乙了解事項）。

　　（1）満洲國に於ける日本人の土地樫利の取得については、所謂商租擢なる名

　　　稔によつて呼ばれて“るものの吏的、拉に法律的研究を行わねばならな

　　　いが、これについては檜淵俊一氏「日本人の満洲國土麺権利取得法律關

　　　係」（「法律新報」四九巻一二號五〇巻一號）、中保與作氏「満洲に於ける

　　　商租擢」（「支那」昭和九年四月號）、同「初めて脚光を浴びた商租擢」（「外

　　　交時報」昭和十年二月一日號）

　　（2）日本國法令によつて成立した在満の會杜その他の法人については・同條

　　　約實施當時満洲國内に本店または主たる事務所を有するものは、同條約

　　　實施と同時に満洲國法令によつて成立する同種の會肚その他の法人また

　　　は最もこれに類似する法人と認められるべく、また同條約實施當時満洲

　　　國内に支店または從たる事務斯を有するものの成立を満洲國政府が承認

　　　ナることになつている（第四條）。法人の國籍については大季数授「法人
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　の國籍」（「法學研究」第四號）参照。

（3）條約實施當時、日本國領事裁判に於ける未決の事件の取扱、條約實施前

　の日本國臣民の行爲、犯人及び詮擦物の引渡その他の経過規定は同傑約

　附属協定（甲）第三條乃至第八條にある。

（三）　その他の協力關係

　日満爾國の緊密なる關係は以上の基本的な同盟關係、及び交

通關係のほかにもあらゆる方面に於て展開されてをう、叙述す

べく到底これを霊し難いが、こ＼には通常國家問に於て行われ

る協力關係のうち條約に基くもの、或は條約に基かないが通常

國家問に於ては條約で規律されている如きものを二三拾つて考

察して見ブ～いと、思、う。

　（イ）経濟的協カー経濟共同委員會・合i辮會肚の設立

　日満爾國の経濟的協力で條約で定められたものには日満経濟

共同委員會の設置と日満合　會肚の設立とがある。

　日満経濟共同委員會

　日満爾國の経濟的協力の基礎をなすものは勿論日満議定書の

精示申に存するが、特に経濟方面に於けるその具膿的な現われは’

實に日満輕濟共同委員會の設置である。この委員會の設置は昭

和十年七月十五日の條約によつて定められたのであるが、同條
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約の前文は「日満爾國ノ経濟上ノ依存關係ヲ永遠二輩固ナラシ

ムノン爲日満雨國経濟ノ合理的融合ヲ實現」するため、また「日

満爾國相互間ノ重要ナル経濟問題二關シテモ日満爾國ノ・充分且

緊密二共同ノ實ヲ墨」ぐるために同委員會を設置したる旨を明

らかにしている。

　日満経濟共同委員會は満洲國新京に設置され（協定第一條）、

「日満爾國経濟ノ蓮繋二關スノン重要事項及日満合腓特殊會肚ノ

業務ノ監督二關スル重要事項二付」日満爾國政府の諮問に慮じ

てその意見を爾國政府に具申する任務をもつている（第二條）。

かくの如く諮間委員會ではあるが、口満爾國政府はこれらの事

項については、豫めこの委員會に諮間してその意見を侯つてこ

れを庭理しなければならない（第三條）、また委員會は必要に鷹

じて日満爾國輕濟の合理的融合に關する一切の事項について日

満爾國政府に建議出來る（第四條）から、實際上は非常に重要

性をもつわけであつて、殆どすべての脛濟的協力はこの委員會

で裁量されるといつても過言ではない。しからばこの委員會は

如何に構成されているかというと、日満爾國政府の任命する各

四名を合した八名の委員から成る。その詳細は協定附馬書に掲

げられ、またその運用については議事規則が存する。

　含辮會紅の設立

　日満爾國政府が條約を以て設立した合　會肚が二つある。日

満合　通信會祉及び満洲拓植公祉である（1）。
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　（1）日満合　會肚　　日満爾國政府は關東州南満洲鐵道附属

地及満洲國の行政権の下に在る地域に於ける爾國政府所有の電

氣蓮信施設を合併して之を経螢するため、日満合辮の會祉（資

本金日本國蓮貨五千萬圓）を設立せしめ、前記有線無線の電氣

通信事業を経螢せしめることとした。このため爾國は昭和八年

三月二十六日「満洲二於ケノン日満合　通信會祉ノ設立二關スル

協定」を締結したのである。本協定に關しては昭和十五年七月

十九日肚債登行に關する修正議定書が締結された。

　（2）満洲拓植公肚　　日滴爾國政府は爾國協力して満洲國に

於ける移住を助成し、満洲國國土の開登をなし、かくて爾國問一

の緊密不可分の關係を盆曳輩固ならしめんがため、日満合辮の

満洲拓植公杜と稽する株式會杜（資本金満洲國國幣五千萬圓）

を設立せしめ、前記の事業を経螢せしめることとなつた。その

ため爾國政府は昭和十二年八月二日「満洲拓植公肚ノ設立二關

スノy協定」を締結したのである。本協定には會肚の監督機關た

る満洲拓植委員會を規定した附属書が添附せられ、また爾國杢

椹委員問に種々の了解事項が定められた。

　　（1）合辮會杜の國籍間題については前掲大季敏授（法人の國籍一　日満合辮

　　　　會杜の國籍問題に鰯れつX」（「法學研究」第四號）参照q

（コ）南満洲鐵道附属地の行政

南満洲鐵道附属地に封する行政椹は我が國が條約上有する権
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盆であるが、我が國は課税、警察、通信その他の行政を満洲國

政府に移譲した。移譲であつて返還ではない。満洲國の行政が

整備した現在、附属地の行政がこれと切り離されるということ

は、法律上當然ではあつても、満洲國の行政上實際不便も多い

ので、一徳一心の登露から、この行政を満洲國政府に移譲し、

満洲國政府をして行わしめることにしたのである。されば満洲

國政府は附属地の行政が移譲された後はその行政を行うについ

て、一一般文化の向上及び産業の進展等を阻害しないよう適當な

る措置を講ずべきことを約しているのである（治外法権撤屡條

約附属協定甲第十條）。移譲の際日本國政府の課税権に属した租

税は駐満日本大使と満洲國國務総理大臣との問に協議決定され

るところに從つて満洲國政府に於てこれを賦課または徴牧し、

而してその協議決定するところの金額を満洲國政府から日本國

政府に交付することになつた（同第十一條）。これらの行政の移

譲によつて、満洲國は行政の統一の便宜を得、日本國は満洲國

によつて行政を行わしめるの便宜を得たわけで、一つの協力關

係が行われるものと考えるべきである。

　（ハ）　司法事務共助

　日満問司法事務共助については満洲國建國後、しばらくの問

は、これに關する條約乃至協定なく、支障勘なからの上に、領

事裁到権も撤壌せられ、爾國の司法交渉は盆き頻繁となるに至
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つたが、日満爾國問に於ては外國問と異なう、條約や協定で取

極めることなく、實際的に、爾國國内法規で庭理することとし

弛のである。帥ち、満洲國側では炭徳五年四月三十日の勅令第

七十一號の「満日司法事務共助法」（五月一日より施行）を制定

し、また満洲國と朝鮮及び關東州との問には特例を設け（康徳

五年七月十五日勅令第百五十二號「満洲國と朝鮮及關束州トノ

司法事務共助ノ特例二關スノン件」）、日本國法令に依る現行犯人

が朝鮮まブ～は關東州よう満洲國に逃走して來た場合に於て、朝

鮮または關東州の司法警察官吏よう共助の囑託があつたとき

は、司法警察官吏は現行犯人がその揚所に在たるものと看倣

し、犯罪の捜査につき共助を爲し、現行犯人が朝鮮または關東

州に逃走した揚合に於て、急速を要するときは、司法警察官吏

は朝鮮まブ～は關東州の司法警察官吏に勤し犯罪捜査の囑託をな

すことが出來ることになつている。この満日司法事務共助法

は、その共助事項の農汎多岐なる黙及び共助實施方法の簡易緊

密なる黒占に於て東酉古今その類例を見ず、正に劃期的立法と謂

うべきで、か＼る立法も日満爾國の緊密不可分の關係を前提と

してはじめて可能なるところであつて、司法に於ける一徳一心

の顯現にほかならない。普通條約で規定されるものが、爾國國

内法規で一暦の敷果を墨げ得たことは注目すべきで、直接本稿

の封象となるものではないかも知れないが、司法共助條約に進

じてこ＼に附言する次第である。
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　（二）工業所有権の相互保護

　日満爾國政府は昭和十一年六月二十九日の協定によつて工業

所有権の相互保護を約した。この協定の骨子とするところは「締

約國ノー方ノ臣民ハ法定ノ手績ヲ履行スルトキノ・他方ノ領域内

二於テ登明特許實用新案、意匠及商標二付内國ノ臣民ト同一ノ

保護ヲ受ク」るにあるのであつて（第一條）、「締約國ノー方二

於テ登明特許ノ出願叉ハ實用新案意匠若ハ商標ノ登鍛ヲ合式二

爲シタノγ者又ハ其ノ承縫人ハ他方二於テ出願ヲ爲スニ付優先権

ヲ享有」するのである（第二條第一項）。かくて本協定は昭和十

一年七月一日から實施せられ、從來我が國が治外法権を行使し

得る外國に於ける工業所有権の保護に關する我が國の勅令・（明

治四十四年勅令第二百一號、明治四十四年勅令第百六十七號）は

爾後満洲國にある帝國臣民には適用されなくなつたのである。
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第六　満洲國の渉外關係の整備

　國家はその建設當初に於ては種々困難なる渉外間題を惹起す

る。しかも満洲國の場合の如く、多くの列國が現實を無覗した

不承認主義をふうかざしてこれに臨む場合、自然その問の摩擦

も烈しくなるわけである。これらの間題のなかには郵政（1）、海

關（2）、爲替管理（3）、外國法人（4）、外國入などがあ弧そのほか

どこの國々にも通有の國境紛孚なども生じてくる。その一つ一

っはいずれも重要ではあるが、あまう技術間題に過ぎるから、

こ＼ではそのうち特に國際法に關係ある二つの問題即ち外國人

と國境とを取套上げて見よう。

　　（1）郵政は現實の問題として、國民間の交通上必要飲くべからざるものであ

　　　つて、如何に國際聯盟で阻止しようとしても無理である。現に最も満洲

　　　國の濁立に反封し、最も利害關係を有する中華民國が、雨國國民の交通

　　　杜絶の不便に耐えかねて、通郵問題を解決したことを見てもわかる通り

　　　である。満洲國の郵政接牧後、中華民國の報復的到満郵政封鎖、それ以

　　　後の雨國問の交渉より間題解決までの事情については奥村喜和男「瀧支

　　　通郵問題の解決」（「外交時報」昭和十年二月一日號）、冬木進（「浦支通郵

　　　解決迄の満洲郵政の眞相」（「外交時報」、昭和十年二月十五日號）参照。

　　　また満洲國を承認しない多ぐの諸國も、日本を通じて満洲國と郵便爲替

　　　を交換している事賞も溢目すべきである。華僑との交通の必要も、かX

　　　　る措置を促進する重要なる原因の一つであるぶ、一般に國際経濟的に相

　　　互に絶縁歌態に止まり得ないことを示すものであるo
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　（2）海關の接牧は満洲國のi封外遍商上一日も速かに解瀕されねばならなかつ

　　　た。昭利七年九月十五日、帥ち、日本の満洲國承認と同時に、満洲國政

　　府は建國後暫定的に設置してあつた在大連の満洲國關税徴牧所を慶して

　　満洲國大連税關を設置し、税關長の任命を武藤特命全椹大使宛通告し來

　　　つた（從來の條約上の規定によれば、税關長の任命は駐支帝國公使の同

　　意を得て開東長官に通告することになつていた）c謝外交総長は九月＋四

　　　日附を以て海關税牧を澹保とする外債支彿につき聲明書を爽した（「國際

　　　知識」一二巻一〇號昭和七年十月號八七頁参照）。満洲國政府は前記大連

　　　のほか安東、螢口、満洲里、山海關等に税聞を設置し、また漏洲國の封

　　　中華民國輸田入品拉に船舶に劃する課稔制度改正につき昭和七年九月十

　　五日謝外交総長の名を以て聲i明書を爽し、九月二十五日よ．り中華民國を

　　純然たる外國として取扱い、從來の攣則的なる内國的取扱を慶止するこ

　　　とにし（「國際知識」一二巻一〇號昭和七年十月號八九頁参照）、こ瓦に満

　　洲國の劃外通商に關する自主的、獅立的盤制を確立することになつたo

　　　かぐ中華民國政府はこの措置に封抗して、満洲海關封鎮を行うなど爾國

　　　間の抗雫は久しく績行した（同九七頁以下）。

（3）㈹昭和九年の満洲國石洩會砒法に端を登した門戸開放問題については立博

　　士（門戸開放、機倉均等、商業自由」（「國際法外交雌誌」三四巻八號）、

　　　米田博士「門戸開放機會均等主義の運用」（「支那」二五巻一二號）等滲

　　　照。爲替管理法、外國法人法に封する英米の抗議については「同盟旬報■

　　　一巻一七號、八三頁参照。

（一）外 國 人

　満洲國は建國と同時に國内在住外國居留民の調査を行つた

が、その際官吏に封する調査報告の命令の附記に、（一）各國人

は從來の國際法に擦め庭理す、（二）建國後入國したる民國人は
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これを外國人と看倣す、という建前をとつた（四月五日民政部

令第一號附記）。外國人の入國その他の規則としては、まず昭和

八年四月十二日の外交部令第一號「外國族券及外國人入國族券

査謹規則」を設け、同年六月十七日民政部令第七號「外國人入

國取締規則」が存するが、昭和十六年八月一日改めて治安部令

第ご十二號「外國人ノ入國滞在取締規則」が公布されプ～。

在満外國入の地位は満洲國建國後どうなつたか、満洲國を承

認した國家はイタリア、ドィツなど中華民國に於て治外法椹を

有していブ～諸國とも雫等的な國交を結び、それらの國民は條約

及び慣例によつて取扱われるが、満洲國を承認しない英、米等

の國家の國民は中華民國に於て有していた権利利盆を満洲國に

於て確認奪重すべきことを規定した條約（日満議定書の如き）

がないから、條約上治外法権を享有していないと見なければな

らないが、實際上は果して建國後も治外法権を有していブ～かど

うか。この問題に封する浦洲國政府當局の見解は「日本國臣民

ノ満洲國内二於ケル居住及満洲國ノ日本國臣民二封スノン課税二

關スノレ條約」の締結を機として登表された日本人以外の在満外

國人の地位に關する昭和十一年七月一日の外交部大臣の聲明中

に明らかにされている。この聲明は重要であるから全文を掲げ

てをく。

我國ハ建國二際シ聲明及通告ヲ嚢シ列國ガ中華民國トノ間ノ條約

二依リ享有シタル諸権利ハ國際法及國際隈例二照シ之ヲ奪重スベキ
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　　間二公正衡李且封等ノ原則二依リ自國内二在ル相手國々民ノ地位二

　　關シ協定センコトヲ希望シ之ガ交渉開始二鷹ズルノ用意アルコト勿

　　論ナリ

　　　康徳三年七月一日

　　　　　　　　　　　　外交部大臣　張　　燕　　卿

この聲明にもある如く、満洲國は外國人に封して恩惑的に治外

法椹的取扱をなしていたが、昭和十二年十一月五日を期して我

が國が治外法椹を撤塵したので、これ以上満洲國に於て外國人

に封して日本人に封する以上の待遇をなすことは不當なので、

同日附の國務総理大臣張景恵の聲明中に於て、本問題に鰯れて

日く「我國内に在る日本帝國以外の外國入の地位に關しては康

徳三年（昭和十一年）七月一日外交部大臣の聾明を以て帝國政府

の見解及び意圖を明確にして置きたる所なるが、帝國政府は此

の機會に於て前記外國人に封し恩恵的に許典しつ＼ある治外法

権的取扱は之を屡止す」と。而して同聲明はかくの如く事を明

確にしたる上「尤も帝國政府は是等外國人に封する法令の適用

其他の庭遇については努めて公正和協を旨とし其の正當なる権

利の保護に意を致すべきことは言を侯たざる所なも」と言明し

ている。かくて満洲國は強力なる我が國の援助の下に、敢然未

承認國に封して不卒等的取扱を腰止し、こ＼に濁立の文明國と

して當然有すべき卒等権に基く李等的地位を確保したのであ

る。
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（二）國 境

　満洲國建國後、國境間題は實に無数惹起しプ～。ノモンノ・ンを

中心とする外蒙との國境紛争は殆ど問噺なく績いた。その他の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カンチヤヅ主なるものだけでも、昭和十二年六一七月の乾盆子島事件（封

ソヅィエト聯邦紛雫）、昭和十三年七一八月の張鼓峰事件（封ソ

ヅィエト聯邦紛雫）があう、昭和十四年五一九月には最大の紛

孚たるノモンノ・ン事件（封外蒙紛孚）が惹起した。

　乾盆子島事件は越境のソヅィエト兵と關東軍監覗隊との衝突

となつた尤め、満洲國外務局ようソヅィエト聯邦政府へ抗議が

あつた一方、モスコーに於ける重光大使とリトヅィノフ外務人

民委員との接衝に移され、結局ソヅィエト兵の撤退となつて一

慮解決した。

　張鼓峰事件は大規模なる満ソ國境紛争の最初のものであつ

て、これまた満ソ及び日ソ爾當局問の歎次の接衝の上、昭和十

三年八月十一日正午（ソ側澹海州時問）を期して戦闘行爲を停

止しv日ソ爾軍はソ側沿海州時問十一日午前零時現在の線を維

持することに關し、日ソ停戦協定が重光大使ヲトブィノフ外務

人民委員の聞に成立した。爾國々境を確定すべき國境劃定委員

會の設置が我方よら提案されたが（全面的な満ソ國境劃定委員
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會の設定及び國境紛雫庭理委員會の構成については昭和十一年

三月から有田外務大臣とユレネフ駐日ソ聯大使との問に協議を

重ねたが爾者の意見一致を見ず、ソ聯側の拒否によつて昭和十

二年五月中止のま＼となつていブ～）、ソヅィエト聯邦の同意を得

るに至らなかった。

　次のノモンハン事件は軍なる國境紛雫とは思われ戯位の戦闘

が行われた。同事件の経過は衆知の通りであるが、昭和十四年

九月九、十、十四、十五日の四同にわたる東郷大使、モ・トフ外

務人民委員との會談の結果、十五日に停戦協定が成立し、同月

十六日午前二時（日本時間午前八時）を期し日満軍及びソ蒙軍

は一切の軍事行動を停止すること、爾軍は九月十五日午後一時

（日本時問午後七時）この占め居る線に止ること等が約せられ、

更に最近紛雫のあつた地方の蒙古國民共和國及0ミ満洲國問國境

を明確ならしめる目的を以てソ蒙側代表者二名及び満洲側代表

者二名よう成る委員會を成るべく速に組織せらるべしとの合意

が成立し、同年十一月十九日満蒙國境問題に關する混合委員會

の設立が最終的に決定を見るに至つた。この委員會は十二月七

日よう二十五日まで八同にわたつてチタに開催（日本側委員久

保田ノソレピン総領事、満洲側委員縮山一二外務局外政庭長）、第

二次會談は昭和十五年一月七日よウ三十日までノソンピンにて開

催され、國境線の圖上確定に關する審議を行つた。この會談は

國境線に關して合意を見るに至らず、その確定は後日に譲つて、
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委員會を絡了し喪のである。その後、同委員會は業務を終止し

たま㌧でいたが、昭和十五年六月十一日双方互譲の結果、モス

コーに於ける東郷モ・トフ交渉で妥調を見るに至外ノモンハ

ン附近の圖上國境確定を解決せしめ、八月三日よめ現地國境確

定委員會が再びチタで開催せられ、六同の會談の後現地作業に

關する幾多の取極を決定し、昭和十五年九月九日から作業に着

手したが氣候の關係上年末に作業を中止し、昭和十六年五月二

十八日チタで再度委員會を開催して現地作業に關する技術的困

難を完全に除去し、六月二十七日よう作業を再開、八月十五日

完登に終了し、こ＼にノモンハン附近の國境標識の設置を完了

した。こ㌧に於て九月二十三日よレソγピンにて委員會を開催、

現地作業の成果に關する各種文書の作成に當鉱十月十五日満

蒙爾政府代表問に右諸文書の署名調印を了し、混合委員會の任

務を全く終了することになつた。

　一方帝國政府は満洲國政府と協議の上、満ソ、満蒙國境に於

ける國境紛雫を防止し、且これを卒和的に庭理するため國境確

定委員會及び紛雫防止及び庭理委員會を設置すべきことについ

てソ聯政府と協議が進められていたが、同政府もこれに同意を

表したので、これに關する條約案が昭和十四年十一月十五日野

村外務大臣ようスメタニン大使に提示し、モスコーに於ても東

郷大使よ卦モ・トフ外務人民委員にこれを傳達したが、同年十

二月三十日ロゾフスキー外務人民委員部次長は東郷大使に卦し
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ソ聯の意向として若干の修正拉びに追加を求めると共に大膿に

於いて日本案に同意を表して來たので、更に接衝がつ臆けられ

ることになつたが、その後この杢面的國境確定交渉の方は種々

の事情であまう進捗していないようである。
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結 語

　以上概観し來たつた如く、満洲國十年問の國際的登展は實に

顯著なるものがある。その問には英、米、中華民國の断えざる

歴迫と妨害が加之られたのであつて、建國問もない満洲國とし

て竜、またこれを育成助長する帝國としても決して生やさしい

ものではなかつた。しかも満洲國の建設に端を登した東亜新秩

序への歩みは、勢の赴くところ日支事鍵を脛て大東亜載雫の勃

登まで到來したのである。この時、既に建國十年を迎えた満洲

國は頼もしくも、東亜共同肚會の一構成員として、帝國と協力

して苦難を共にせんとしているのである。

（1）東亜共同証會の構成員としての活動

　満洲國の東亜共同肚會の構成員としての、最初の國際的行動

は、一日満關係は別として一一昭和十四年二月二十四日の防

共協定への加入であるが、更に東亜の諸國問の血盟として一暦

意義深きは昭和十五年十一月三十日の日満華共同宣言である。

この宣言によつて三國政府は「三國相互二其ノ本然ノ特質ヲ奪

重シ東亜二於テ道義二基ク新秩序ヲ建設スノyノ共同ノ理想ノ下

二善隣トシテ緊密二相提携シ以テ東亜二於ケノン恒久的李和ノ福

軸ヲ形成シ之ヲ核心トシテ世界全般ノ李和二貢獄センコトヲ希
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望シ…・相互二其ノ主権及領土ヲ奪重」し、「互恵ヲ基調トスノγ

三國問ノー般提携就中善隣友好、共同防共、経濟提携ノ實ヲ墨

グベク之ガ爲各般二亙り必要ナノンー切ノ手段ヲ講ズ」べきこと

を宣言しているのである。

　か＼る宣言は、形式にと思まらず、實行に於て具現されたの

である。

　即ち、昭和十六年七月、英米が不法にも我國に封する資金凍

結令を公布して、杢面的経濟噺交の措置に出で、これに封し我

國また已むを得ず報復手段を執るや、満洲國は日満一膿の本義

に基いて直ちに國内英米資金凍結を噺行しブ～。即ち、爲替管理

法に必要なる改正を加えると共に外國人取引取，締規則を公布

し、我國に封して不法措置を執つブ～一切の諸國に勤し報復を行

つブ～のである。更に我國が英米に封し戦を宣するや、帥日張國

務総理大臣は日満協力を聲明し、満洲國皇帝また詔書を御漢登

満洲國の赴くところを明示せられた。

（2）日満爾國皇室問の精紳的御結合關係

　日満關係はかくも一徳一心、不可分離の關係にあるが、この

由て來たる源泉は實に日満爾國皇室問の精淋的御結合關係に存

することを忘れてはならない。この關係は爾國皇室の不断の深

厚なる御交わうに現われてをることは勿論であるが、満洲國皇

帝が我國の紀元二千六百年御慶覗のため御來朝、・親しく我國
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天皇陛下と御親交を深めさせられて御蹄國の後、昭和十五年七

月十五日詔書を漢登せられて建國紳廟を立て天照大紳を奉祀せ

られることを宣布せられ．組織法の改正を断行せられたのであ

る。即ちその詔書中に「股　日本天皇陛下精神一膿ノ如シ、友

邦トー徳一心以テ爾國永久ノ基礎ヲ奥定シ東方道徳ノ眞義ヲ登

揚スベシ」と宣示せられた。更に昭和十六年十二月八日の大東

亜戦雫勃登に際しての詔書中にも「膜　日本天皇陛下ト精紳一

盤ノ如ク爾衆庶亦其臣民ト戚ナー徳ノ心ヲ有チ夙二不可分離ノ

關係ヲ以テ固ク共同防衛ノ議ヲ結ブ死生存亡断ジプ分捲セズ・・

・・」と述べられている。

（3）日満爾國國民の精紳的結合

　日満爾國の關係は以上の如く上皇室の精紳的御結合に墓くこ

．とは勿論であるが、もし許されるならば、日本人の満洲に封す

る國民的戚情に基く精紳的結合をも認めプ～い。我國民が大義名

分に即して、領土的野心を全く抱くことなく、満洲國の建國に

鑑力し、その育成に獄身する心底には、いつわうない二つの氣

持が存していると、思う。その一つは日露の役に我々の父租が算

き血を流しブ～満洲の土を、我が帝國に無禮なる反抗を行う不逞

の輩をして支配せしめたくないという氣持である。我國の人口

問題解決のための封象として、原料資源確保の手段として考え

たことも勿論あうはあつたであろうが、國民がひとしく心をい
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ためたのは張一族の封日態度であつたと思う。われわれ日本の

國民がながく聞き傳える民謡軍歌のなかに唱われている満洲

が、五族協和の王道樂土として、我國と永久的な結合を途げた

ことは、奪き人桂となつて赤き夕陽に照らされつ＼満洲の膿野

に睡つた父租の露を如何ばかうなぐさめ、且またその子孫をし

て如何ばかわ安堵せしめたか。張學張の満洲拉行線の企劃にや

る方なき憤愚を謙譲なる抗議で胸に牧めた我が國艮、リットン

卿が頭から侵略の事實を断定して調査に來た時、最後の腕力を

郷楡にまぎらわせた我が國民、それが今や大東亜戦孚に英米を

相手として、過去一切の宿題を一墨に解決せんと戦つているの

である。この我々の世界史的行動の第一頁第一行第一字が實に

満洲國の建設にあつたという自畳、これが我々のもつ第二の氣

持ではなかろうか。それ故にこそ、満洲國は東亜新秩序建設の

試金石でもあるわけであつて、今後の我國の封満政策こそ、上

に述べた我國民の眞の感情に登する熱と力とを以て、完全に途

行させねばならないのである。

　　（昭和十七年二月十五日シンガポール陥落の報を聞きつつ）
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追 補

　本稿の脱稿後、今日までの約牛歳のうちに、満洲國に起つた事柄から、本稿に

關係あるものを拾い上げて見ることにした・（昭和十七年七月一日）

（一）外交機構

外交部の復活　満洲國政府はさきに外交機關を國務総理大臣の直轄と

　　したが、昭和十七年四月二十日の勅令第百十五號をもつて外交部の

　　設置を公布、即日實施した。さきの外交部駿止は一つの試みとして

　　は意義はあつたであろうが、凋立國として存在する以上、その外交

　　事務の複雑化に件v・、今同の復活は當然の措置と言うべきである。

　満タイ公使交換　満タイ爾國は公使交換の準備中であるが・満洲國側

　　は鄭禺（現奉天市長）を、タイ國側はヴイラヨーダを公使に任命す

　　ることに決しているo

（二）　日満協力

　日満二重課税防止　二重課税の防止については諸外國間に於ては概ね

　　條約によつて取極めを行つてv・るが、日満間では・司法共助等と同

　　じく爾國の法令の制定によつてその目的を達することが出來た。即

　　ち、日本側は昭和十七年四月三十日附勅令（朝鮮は五月五日附府令）、

　　滴洲國側は同五月二十六日附勅令を以て「所得税等の満日二重課税

　　防止に關する件」を公布（同日附経濟部令を以て施行細則公布）し

　　た。

　在満米英外交官の逸還　元來満洲國は米英等の承認を受けてをらぬか

　　ら、外交官は同國に存在しない筈であるが、本稿にもある如く、満

　　洲國は彼等に封し撤退を要求する如き強力的な措置を講じなかつた
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　　ため、若干の領事館員が存在していたのであるが、大東亜職孚の勃

　　焚後交職國間に交渉中の外交官交換が實現する機會に、これら外交

　　官及び若干の民間引揚希望者は日本に逡致し、日本在佳の引揚者と

　　合してアフリカの引揚地に逸還することになつた・

（三）條　　　約

満猫経濟關係存績のための協定　康徳五年九月十四日に締結せられ・

　　爾來屡次延長された爾國間の貿易及び支沸に關する協定の有敷期限

　　は昭和十六年十月三十一日に満了したので、その後交渉中のところ・

　　昭和十七年三月七日新協定が署名調印せられた。

（四）外　國　人

外國人土地法の制定　昭和十七年二月十日の勅令第六號で外國人土地

　　法が公布せられ、同時に土地租権整理法、土地法施行令等が公布さ

　　れた○

（五）　國交の親善張化

　目満間　満洲國政府は建國十周年を迎えて、我が國に謝恩特派大使と

　　して、張國務総理大臣を派遣することとなり、同大使は三月十七日

　　天皇陛下に謁見仰付けられ、満洲國皇帝の親書を捧呈した。これに

　　甥し　天皇陛下は慶祝の意を表せらる～ため、高松宮殿下を満洲國

　　に御差遣遊ばされることとなり、同殿下は五月二十九日満濁國皇帝

　　と御會見、御慶醍の御就詞を述べさせられた。この爾國皇室間の御

　　親善を見るにつけ、さきに満洲國皇帝御即位に際しての御名代秩父

　　宮殿下の御訪満（昭和九年六月）及び満洲國皇帝の御來訪（昭和十

　　年）を想起せざるを得ない。かくて、満洲國皇帝は建國十周年に際

　　して詔書を漢焚せられたが、そのうちに於v・て、

　　　　　我國肇興ヨリ以來蝕二十載ヲ歴仰テ

　　　　天照大瀞ノ淋麻

　　　　天皇陛下ノ保佑二頼リ國本准神ノ道二奥マリ政教四海ノ民二明
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　　　　カニ

　　　崇本敬姶ノ典萬世維レ奪ク

　　　奉天承蓮ノ詐統ヲ無窮二垂ル

　　　（中略）

　　　爾有司衆庶・…

　　　親邦ノ天業ヲ奉翼シ以テ

　　　報本ノ至誠ヲ議シカヲ國本ノ培養二努メ瀞人合…ノ綱紀ヲ振張

　　　　シ以テ建國ノ明命二奉答スベシ

　　と述べられてv・る。以て日満間の國交の本質を理解すべぎであ

　　る○

満華間　満洲國中華民國は 日満華共同宣言以來着々とその國交を調整

　し來たつたが、昭和十七年五月七日、注主席は新京に到着、八日満

　洲國皇帝と會見した。これに劃し満洲國皇帝は答禮使として張國務

　総理大臣を南京に派遣せられ、同大臣は六月九臼注主席に接見した。

　この滅華交数は大束亜共榮圏の確立のため、蓋しその意義の重大な

　るものが存するというべきである。


